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答申に当たって 

 

 東京都青少年問題協議会は、令和６年６月 14 日に「東京都子供・若者計画（第２期）」の改定について

知事から諮問を受けた。 

 本協議会では、学識経験者の委員による若年支援部会を設置するとともに、20 歳代から 30 歳代の方々

で構成する若者部会を設置した。 

 若者部会では「困難を抱える若者の意見を聴取する仕組み」について議論したほか、若者支援等に関す

る意見交換を行った。これに加え、若い世代の学びや生活などを支援する団体の若者からのヒアリング結

果について事務局から報告を受け、意見交換を行った。  

 また、若年支援部会では、地域の居場所を利用している若者や、成人したヤングケアラーから意見を聴

くとともに、若者の意識調査を実施するなど、当事者の目線に立って意見を聴き、議論を重ねてきた。 

 こうした議論を踏まえ、「東京都子供・若者計画（第２期）」の改定について、ここに答申する。  

 今後、この答申をもとに、「東京都子供・若者計画（第２期）」の改定を行い、東京都の子供・若者育

成支援施策を更に推進していくことを期待する。 

なお、計画の改定に当たっては、これまで聴取した若者の意見を整理し適切にフィードバックされた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

3 

 

第１章 計画の策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 ··································································································································· １ 

２ 計画の位置づけ ··································································································································· １ 

３ 計画の対象 ·········································································································································· ２ 

４ 計画期間 ·············································································································································· ２ 

 

第２章 計画の「理念」・「基本方針」・「施策推進の視点」 

１ 計画の理念 ·········································································································································· ２ 

２ 基本方針 ·············································································································································· ２ 

３ 施策推進の視点 ··································································································································· ２ 

 

第３章 子供・若者支援施策の具体的な展開 

基本方針Ⅰ 子供・若者一人ひとりの健やかな成長と社会的自立を支援  

１ 社会的自立に向けた「基礎」の形成 ·································································································· ４ 

２ 社会形成、社会参加できる力の育成 ·································································································· ６ 

３ 社会的・職業的自立を支援 ················································································································ ８ 

４ 学びの機会の確保 ······························································································································· 10 

 

基本方針Ⅱ 社会的自立に困難を有する子供・若者やその家族への支援  

１ 困難な状況ごとの取組 ························································································································ 12 

２ 被害防止と保護 ··································································································································· 26 

 

基本方針Ⅲ 子供・若者の健やかな成長を社会全体で支えるための環境整備 

１ 家庭の養育力・教育力の向上 ············································································································· 30 

２ 地域・学校・家庭が一体となった子供・若者の育成  ········································································ 32 

３ 子供・若者の育成環境の整備 ············································································································· 33 

 

第４章 推進体制等の整備 

１ 都における計画の推進体制 ················································································································ 35 

２ 区市町村の役割 ··································································································································· 36 

３ 関係機関との連携の強化、人材の養成 ······························································································ 38 

４ 子供・若者施策の共通の基盤となる取組 ·························································································· 39 

 

  



   

1 

第１章 計画の策定に当たって 

 

１ 計画策定の趣旨  

東京都は、子供たちが健やかに育ち、全ての人が希望をもって活躍できる社会の実現を目指しています。

子供・若者は次代の社会の担い手であり、その健やかな成長は将来の東京の発展の礎をなすものです。  

都は平成 27 年、東京都子供・若者計画を策定し、子供・若者が社会の一員として敬愛され、かつ、良好

な環境の中で、心身ともに健やかに成長できるよう、福祉、教育、雇用、男女平等、青少年健全育成等の各

分野の施策において、様々な取組を行ってきました。  

令和２年には東京都子供・若者計画（第２期）を策定し、教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇

用等の分野を超えた連携・協働を進めてきました。 

子供・若者を取り巻く社会状況は、少子高齢化や情報化、グローバル化の急激な進行など、大きく変化し

ています。新型コロナウイルス感染症の流行は、つながりの希薄化、集団活動や自然体験活動の減少などを

もたらし 、ヤングケアラーをはじめとする様々な問題に通底する孤独・孤立などの社会課題も顕在化して

います。 

また、困難を有する子供・若者については、生まれてから現在に至るまでの成育環境において様々な問題

に直面した経験を有している場合が多く、例えば、貧困、児童虐待、いじめ、不登校、若年無業者（ニート）、

ひきこもり等の問題が相互に影響しあうなど、様々な問題を連綿と複合的に抱え、非常に複雑で多様な状況

になっていることが指摘されています。令和５年の第 33 期東京都青少年問題協議会の「犯罪被害等のリス

クを抱える青少年への支援」に関する答申においても、いわゆる「トー横」に「居場所」を求めて来訪する

青少年の背後にある、虐待やいじめへの対策等といった、彼らの根本の悩みを解消するための施策が非常に

重要であることも指摘されました。 

こうした状況やこれまでの都の取組を踏まえ、子供・若者の一人ひとりが健やかに成長し、円滑に社会生

活を営むことができる社会の形成を目指し、東京都の子供・若者育成支援施策の一層の推進を図るため、「東

京都子供・若者計画（第３期）」（以下「本計画」という。）を策定します。  

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、子ども・若者育成支援推進法第９条に基づく都道府県子ども・若者計画として、国のこども大

綱における子ども・若者育成支援推進法第８条第２項各号に掲げる事項を勘案し策定します。  

子供・若者への支援は、福祉、教育、雇用など、関連分野における施策を総合的に行うことが必要となり

ます。都では、【新たな長期戦略について記載予定】また、子供・若者分野の施策を含む計画として、「東京

都教育ビジョン」、「東京都子供・子育て支援総合計画」、「東京都障害者・障害児施策推進計画」、「東京都職

業能力開発計画」等を策定しています。さらに、子供目線で捉え直した政策の「現在地」と、子供との対話

を通じた「継続的なバージョンアップの指針」となる「こども未来アクション」を策定しています。  

本計画は、【新たな長期戦略の名称】を推進する観点から、基本方針及び施策推進の視点を示したうえで、

都の様々な分野の計画等と整合を図りながら子供・若者の育成支援に関わる施策等を体系化することで、取

組の状況及び方向性を示し、子供・若者育成支援を効果的に推進します。  

また、乳幼児期からポスト青年期までの切れ目ない支援の構築を目指し、社会生活を円滑に営む上で様々

な困難を有する子供・若者を支援するために、都のみならず、区市町村、国、関係機関、民間団体等との連
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携を含む地域における子供・若者育成支援のネットワークづくりを推進していきます。  

 

３ 計画の対象 

本計画の対象となる子供・若者の範囲は、国が定めた「こども大綱」を勘案し、乳幼児期から青年期まで

の青少年としますが、施策によっては、40 歳未満までのポスト青年期も対象とします。 

 

４ 計画期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。  

 

第２章 計画の「理念」・「基本方針」・「施策推進の視点」 

 

１ 計画の理念 

本計画は、子ども・若者育成支援推進法に基づく都道府県子ども・若者計画です。日本国憲法及び児童の

権利に関する条約の精神にのっとり、全てのこどもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会

の実現を目指し、こども政策を総合的に推進することを目的としてこども基本法が令和５年に施行されまし

た。これに基づき国が定めた「こども大綱」を踏まえ、子供・若者の一人ひとりが、青年期に社会的自立を

果たすことができるよう、その成長を社会全体で応援することを計画の理念として設定します。  

「社会的自立」については多様な解釈が可能ですが、本計画では、子ども・若者育成支援推進法やこども大

綱等の主旨を踏まえ、社会的自立を果たした青年の姿を、社会の多様な人々と関わり合い、自分の意思を持

って目標を達成でき、よりよい社会を形成していける青年と位置付けます。  

 

２ 基本方針（計画の理念の実現に向けて取り組むべき方向性） 

基本方針Ⅰ 子供・若者一人ひとりの健やかな成長と社会的自立を支援 

１ 社会的自立に向けた「基礎」の形成 

２ 社会形成、社会参加できる力の育成 

３ 社会的・職業的自立を支援 

４ 学びの機会の確保 

基本方針Ⅱ 社会的自立に困難を有する子供・若者やその家族への支援 

１ 困難な状況ごとの取組 

２ 被害防止と保護 

基本方針Ⅲ 子供・若者の健やかな成長を社会全体で支えるための環境整備 

１ 家庭の養育力・教育力の向上 

２ 学校・家庭・地域が一体となった子供・若者の育成 

３ 子供・若者の育成環境の整備 

 

３ 施策推進の視点 

 

視点１ 子供・若者を権利の主体として認識し、権利を保障し、一人ひとりの子供・若者の最善の利益を尊重
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する視点 

・子供・若者は、社会からの支えを受けながら、自立した個人として自ら己を確立していく主体です。そこ

には、意見表明・参画と自己選択・自己決定・自己実現が含まれます。  

・子供・若者が、自らの権利、心や身体、社会に関して、必要な情報や正しい知識を学ぶことができるよう

にしていくことが必要です 。 

・また、子供・若者の成長や発達には個人差があるため、一人ひとりの心身の成長に配慮しながら、「将来」

をよりよく生きることができるように、子供・若者の「今」を支援することが必要です。  

 

視点２ 当事者である子供・若者の目線に立って意見を聴き、対話をしながら支援に反映する視点 

・支援に当たっては、大人と共に生きるパートナーとして子供・若者を捉え、その主体性を引き出すため、

当事者である子供・若者の目線に立って意見を聴き、その年齢や発達の程度に応じて自己決定権を最大限尊

重し、支援に反映させていく姿勢が重要です。 

・また、困難な状況に置かれた子供・若者、様々な状況にあって声を上げにくい子供・若者、意見を表明す

ることへの意欲や関心が必ずしも高くない子供・若者も、自らの意見を持ち、それを表明することができる

という認識を持つことが重要です。その際には、言語化された意見だけでなく、様々な形で発せられる思い

や願いを汲み取るための十分な配慮を行うことも求められます。  

 

視点３ 子供・若者のライフステージを見通した切れ目のない支援を継続的に行う視点 

・子供・若者の支援に当たっては、青年期における社会的自立に向け、乳幼児期から学童期、思春期、青年

期まで、子供・若者のライフステージを見通した切れ目のない支援を継続的に行うことが求められます。  

・また、様々な分野の関係機関・団体が有機的に連携し、福祉、教育、雇用、保健・医療を切れ目なく提供

することも大切です。 

 

視点４ 子供・若者一人ひとりが幸せな状態で成長できるよう、良好な成育環境を確保する視点 

・一人ひとりの子供・若者が自己を確立し、円滑に社会生活を営み、社会の主体的な形成者となるためには、

個々の子供・若者の成長・発達を応援するとともに、困難を抱えている子供・若者がその置かれている状況

を克服していけるよう支援していくことが必要です。  

・支援の個々の過程では、その結果が必ずしも期待通りになるとは限りません。子供・若者のその時々の状

況を見極めながら、長期的な視野から行きつ戻りつの支援を行っていくことも重要です。  

・また、子供・若者の困難や課題の背景には子供の育った家庭の抱える問題が影響している場合もあれば、

困難に陥った子供・若者を支えようとする家族がともに困難に陥ってしまう場合もあります。  

・子供・若者本人だけでなく、家族も含めた困難や課題の全体像を見通し、状況に応じて伴走する等、家族

も含めた支援を行っていくことが重要です。 

 

視点５ 子供・若者の支援に社会全体で重層的に取り組む視点 

・子供・若者は、家庭、学校・職場、地域社会との関わりの中で成長・発達していきます。  

・子供・若者は、様々な人との関わりの中で成長していきます。子供・若者が困難や課題を抱えこまないた

めには、子供・若者やその家族を地域や社会全体で受け入れ、支えていく必要があります。  
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・福祉、教育、雇用等、様々な分野で支援が行われていますが、子供・若者の抱える困難や課題には、複合

的な要因や背景があることを十分理解した上で、複数の支援機関等が重なり合うような密接な連携、いわゆ

る“スクラム連携”を組み、情報共有等を適切に行って、子供・若者やその家族のどのような悩みや課題も取

りこぼしなく支援していくことが求められます。 

・次代の子供・若者を育てていくのは、養育の第一義的責任をもつ父母その他の保護者のほか、社会の責任

です。一人ひとりが社会の一員としての役割と責任を自覚し、社会全体で子供・若者の成長を見守っていく

ことが重要です。 

 

第３章 子供・若者支援施策の具体的な展開 

 

基本方針Ⅰ 子供・若者一人ひとりの健やかな成長と社会的自立を支援 

 

１ 社会的自立に向けた「基礎」の形成 

子供・若者の一人ひとりが生き生きと活躍できる社会を実現するためには、社会全体で力を合わせて、「誰

一人取り残さず、すべての子供が将来への希望をもって自ら伸び、育つ教育」を目指して、様々な取組を行

っていくことが必要です。 

社会的自立に向けた基礎を形成するために、地域社会、家庭、学校等の各局面において子供・若者本人に

よる心身の成長・発達を支援していきます。 

 

【１ 基本的生活習慣の形成】 

○子供の心身の健康や意欲は、健康的な生活習慣の下での充足感ある生活が基盤となります。生活習慣づく

りは、自己管理能力を身に付けていくことの基礎にもなります。その基盤・基礎を自ら確立していくための

支援を地域社会、家庭、学校等の各局面で行います。 

○乳幼児期に基本的生活習慣を十分に培うことができるよう、各家庭に対して各種の支援を行います。小学

校では、挨拶をすることや社会生活上のきまりを身に付け、善悪を判断し、人間としてしてはならないこと

を理解する指導を重視していきます。中高生については、睡眠時間をはじめとする生活習慣の改善などを図

っていきます。 

○子供自らが食に関する判断力を養い健全な食生活を身に付けられるよう、家庭での食育を支援するととも

に、学校でも食育の推進を図っていきます。 

 

【２ 確かな学力の育成】 

○小・中学校においては、児童・生徒一人ひとりが「学びの基礎」となる基礎的・基本的な知識・技能を確

実に習得することができるよう習熟度別指導や反復学習を行い、「できないこと」「わからないこと」をその

ままにしない学習を徹底します。 

○児童・生徒が、習得した知識・技能を活用して、課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等

を培うとともに、主体的に学習に取り組む態度を育成します。  

○生徒一人ひとりの能力を最大限に伸ばすため、高等学校教育の充実を図り、能力や適性、興味・関心、進

路希望等、生徒の選択に応じて学ぶことができるよう、多様なタイプの都立高校を充実させます。  
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○生徒の能力の伸長と進路実現を図るため、魅力ある専門高校づくりを進めます。  

○チャレンジスクールやエンカレッジスクールなどにおいて、小・中学校や高校で十分に力を発揮すること

ができなかったりした生徒の学び直しを応援します。  

 

【３ 豊かな人間性の育成】 

○子供は、成長の過程で他者と人間関係を築きながら、自らを律しつつ、他者と協調し、他人を思いやる心

や感動する心など、多様性を尊重できる豊かな人間性を育んでいきます。地域社会、家庭、学校等の各局面

において、その人間性の醸成を支援していきます。 

○学校教育では、子供が誰に対しても思いやりの心を持ち、広い心で自分と異なる意見や立場を大切にでき

るよう、思考力、判断力、表現力等を育成し、自分や相手の考えを相互に伝えたり理解したりするための言

語活動を充実させ、人間関係力の基礎となるコミュニケーション能力の向上を支援していきます。  

○学校では、子供の人権を尊重する視点を踏まえ、学校の教育目標や生徒の実態等に応じて校則を定めてい

ます。また、各校の校則は学校の実情や生徒の意見、保護者の意識、社会の状況等を踏まえ、適宜見直しを

行っています。見直しに当たっては、「東京都こども基本条例」を踏まえ、子供の意見を尊重し、生徒が校

則に対する理解を深め、自分たちのものとして守っていこうとする態度を育むことができるよう、教職員や

生徒、保護者等が話し合う機会をもつなどの取組を行っています。  

○体罰、不適切な指導、暴言等の一層根絶に向けて、対応例を活用した研修を実施するとともに、体罰や性

暴力を含めた相談シートを全児童・生徒に配布し、総合的な実態把握に取り組んでいます。また、部活動の

指導者にコンプライアンスと倫理規定に基づく言動を徹底し、科学的トレーニングを導入するなどにより、

体罰や不適切な行為のない部活動を推進します。 

○子供が自分のよさに気付き自信を持つなど自己肯定感を育むことができるよう、「自尊感情測定尺度※」

を活用しながら、「褒められる、認められる、感謝される」体験を地域社会、家庭、学校等の各局面におい

て増やすための支援をしていきます。 

○家庭において社会性や礼儀、規範意識を大切にする心を育んでいけるように支援するとともに、学校教育

でも道徳教育を充実させ、社会性や礼儀、規範意識を大切にする心を育めるよう支援します。  

○子供が人権尊重の理念を知り、正しく理解するとともに、思いやりの心や社会生活の基本的ルールを身に

付けることができるよう、家庭での教育を支援するとともに、地域社会や学校でも人権教育を推進していき

ます。 

○子供をはじめ、すべての都民に「東京都こども基本条例」をわかりやすく伝えるハンドブックや動画を活

用し、理解促進に向けた普及啓発を実施します。 

※自尊感情とは、他者との関わり合いを通して、自分のできることできないことなど全ての要素を包括した

意味での「自分」をかけがえのない存在・価値ある存在として捉える気持ちのことです。「自尊感情測定尺

度」の東京都版として開発した「自己評価シート」を活用することで、子供の自尊感情の傾向を把握するこ

とができます。 

 

【４ 健やかな心と体をつくる】 

○子供・若者の発育・発達のためには、心と体が健康であることが基本です。定期的な健康診断等により健

康管理を行っていくほか、感染症予防やアレルギー対策等にも取り組みます。  
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○体力は、人間の活動の源であり、健康の維持のほか意欲や気力といった精神面の充実にも大きく関わる、

生きる力の重要な要素です。子供の基礎体力を向上させ、生涯にわたって心身ともに健康な生活を送ること

ができるようにするため、子供自らの生活スタイルを活動的なものにしていきます。  

○東京都では、子供がスポーツにより心身の調和的な発達を遂げ、スポーツを楽しむとともに、オリンピッ

ク・パラリンピックの歴史・意義や国際親善など、その果たす役割を正しく理解し、進んで平和な社会の実

現に貢献することができるようオリンピック・パラリンピック教育を推進してきました。今後も、学校 2020

レガシーとして、学校の特色としてこれからも継続させる活動を実施していきます。  

〇子供は「遊び」を通じて、異年齢の子供や家族以外の大人等と関わりながら、多様な経験を積み重ねるこ

とによって、実社会で生きる力を育んでいきます。子供が、健やかに成長していけるように、区市町村と連

携しながら、「遊び」の環境を整備していきます。 

 

２ 社会形成、社会参加できる力の育成 

情報通信技術の普及・発展、国際化の進展、AI 技術の急速な発展、雇用の流動化など、現在の子供・若者

を取り巻く社会状況は大きく動いています。子供・若者が、変化の激しいこれからの社会を生き抜いていく

ためには、基礎的・基本的な知識・技能を習得するだけでなく、それらを応用する能力も身につけることで、

自分で課題を見つけ、自ら学び、考え、主体的に判断・行動し、より良く問題を解決する力を育んでいく必

要があります。 

さらに、社会の一員として生活していくために、公共の精神をもち、自らの意見を表明し、社会に主体的

に参画しながらよりよい社会づくりに取り組む力を身に付けることも必要です。 

 

【１ 時代の変化に対応できる力の育成】 

○世界を舞台に活躍できる国際感覚豊かなグローバル人材を育成するため、小学校段階から外国語活動・外

国語の指導を適切に行えるように支援していきます。  

○様々な国や地域の人々とともに未来を切り拓く態度や能力を育み、国際社会の一員としての自覚や社会に

貢献する意欲、主体的に行動する力をもった次代のリーダーとなる人材を育成するとともに、自己を確立し

つつ、他者を受容し、多様な価値観をもつ人々と協働しながら課題を解決する力を身に付けるため、高校在

学中の留学や海外の大学への進学などを支援します。 

〇都立学校の生徒を海外へ派遣し、日本とは異なる文化に触れ世界的な視野を獲得する研修等、様々な交流

プログラムを実施します。また、多様な文化に触れる機会を確保するため、海外の生徒を受け入れ、都立高

校生等が様々な国・地域の生徒と交流を行う機会を創出します。  

○日本や海外の伝統・文化を正しく理解するための取組や異文化交流等を推進し、世界各地の人びとと相互

理解を深め、共に活躍できる多文化共生意識を涵養します。 

○人口減少・少子高齢化が進展する中で、長期的に持続可能（サステナブル）な東京を維持していくため、

新たな価値を生み出していくことができるよう、将来の科学技術をリードする人材を輩出していきます。  

○情報教育等により、ICT（情報通信技術）活用能力を高めるとともに、情報モラル教育を推進します。  

〇特定分野に特異な才能のある児童生徒への支援については、国が実施している特異な才能のある児童生徒

に対する指導・支援に関する実証研究における取組成果を、区市町村教育委員会へ周知していきます。  

○都立高等学校及び都立中等教育学校の生徒を対象に、文系・理系といった枠にとらわれず、各教科等の学
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びを基盤としつつ、様々な情報を活用しながらそれを統合し、課題の発見・解決や社会的な価値の創造に結

び付けていく資質・能力を育成するため、各都立学校における教科等横断的な学びの充実に向けた取組を支

援していきます。 

〇中学校等において、一人一人のキャリア形成と自己実現に向け、充実した人生と学習、学ぶことや働くこ

との楽しさと価値、学ぶことと職業などについての題材を設定し、地域の職業人などの体験談などを取り入

れながら、自分なりの考えをまとめ、発表したり、互いに話し合ったりする学習活動を推進します。都立高

校において、生徒一人一人の探究活動を一層充実させるために、専門的な知見を有する大学等との連携や外

部人材の活用が必要です。各校で実施する探究活動に、専門的な知見を有する外部人材の活用を支援するこ

とで、生徒のチャレンジ精神や主体性、創造性などの素養を育成します。  

〇東京都立大学及び都立産業技術高等専門学校においては、高度情報化社会を牽引する人材の育成に取り組

みます。また、東京都立大学においては、総合大学の特徴を生かし、分野横断や文理融合による教育プログ

ラムを充実させます。 

 

【２ 社会貢献の精神の育成】 

○子供が社会の一員であることを実感し、社会に役立つ喜びを体験できる取組を充実させます。高等学校で

は、道徳教育とキャリア教育を一体的に学習するとともに、探究に至るプロセスを学ぶため、東京都独自教

科「人間と社会」を推進します。 

〇持続可能な社会の創り手となることができるよう、SDGs に関する教育を推進するなどし、これからの社

会に生きる子供が、自然環境や地域・地球規模等の諸課題について、自らの課題と考え、解決していくため

の能力や態度を育んでいけるよう支援します。 

 

【３ 健康・安全に生活できる力を養う】 

○子供が、健康について自ら考え判断し行動する実践力を家庭において育成し、生涯にわたる健康づくりの

基礎となる健康的な生活習慣の確立を図るための支援を行うとともに、学校においても同様の取組を推進し

ていきます。 

○学習指導要領に基づき、精神疾患の予防と回復に関する正しい理解を推進していきます。 

○思春期の子供・若者には、メンタルヘルスや障害のある方を正しく理解していくこと等で問題行動等を防

ぐ心の健康づくりや性感染症予防等について必要な知識を身に付けるための支援を行うとともに、薬物乱用

やアレルギー疾患等の諸課題について知識を深めるための支援にも取り組みます。  

○全ての子供が生涯にわたって自身の安全を守るとともに、他者や社会の安全に貢献できることを目指し、

地域社会や学校で安全教育や防災教育を推進します。  

○性に関する取組については、児童・生徒が性に関する正しい知識を身に付け適切な行動選択ができるよう

するとともに、今日的な課題にも対応できるよう進めていきます。  

○思春期に知っておきたい健康管理情報を若者目線で発信するウェブサイトにおいて、ユースヘルスケアの

普及啓発を推進します。 

○都立高校等におけるユースヘルスケアに関する相談環境の整備を推進していきます。  

○中高生等の思春期特有の健康上の悩みなどに対応するための相談窓口「とうきょう若者ヘルスサポート  

（わかさぽ）」を設置し、電話・メール・対面での相談を実施していきます。  
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〇「性自認」「性的指向」に悩む児童・生徒を適切に支援するために、教員が正しい知識をもち、きめ細か

な対応ができるよう、取り組んでいきます。 

〇児童・生徒が自らの命を絶つことがないようにするため、児童・生徒向けに、「自分の不安や悩みに早期

に気付き、ＳＯＳを出す力を一層高める」ための動画や、教職員に対して、「教職員が子供のＳＯＳを受け

止め、支援する力を向上させる」ための動画を作成し、「ＳＯＳの出し方に関する教育」について推進して

いきます。さらに、薬物乱用防止に関する指導については、学校の教育計画に位置付け、発達段階をとらえ

教育活動全体を通じて計画的・系統的な指導を行っていきます。  

〇多様な精神疾患や精神保健医療に対する偏見や誤解が生じないよう、引き続き若年層から高齢者まで広く

都民に正しい理解を促進するための取組を実施します。  

 

【４ 多様な交流機会の確保】 

○子供・若者が社会参加の意義や社会貢献の精神を学ぶことができるよう、地域の資源や人材を活用し、自

然体験やスポーツ・文化活動など多様な交流や体験の機会を提供していきます。  

○社会の一員としての役割や多様な価値観を持つ人々との共生の重要性への理解を深めながら、社会参加や

社会貢献活動への意欲を育むとともに、社会性や豊かな人間性を涵養するため、ボランティア活動や国際交

流活動へ子供・若者が参加できる機会を積極的に設けていきます。  

〇子供・若者が性別にとらわれず可能性や選択肢を広げていくことができるように、固定的な性別役割分担

意識の払拭や性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に気づくための様々な取組を推進

します。 

 

３ 社会的・職業的自立を支援 

いつの時代においても若者は社会の担い手として活躍することが期待される存在ですが、とりわけ少子化

の進行や今後の人口減少による労働力不足が見込まれる中においてその役割は重大性を増しています。  

全ての子供・若者が、自分の生き方や進路を主体的に考えて選択し、社会の一員としての自覚をもって自

立し、様々な場面で社会参加・社会参画できるよう支援します。  

 

【１ 就業能力・意欲の習得の促進】 

○学校教育においては、子供が「働くことの喜び」や「世の中の実態や厳しさ」などを知った上で、将来の

生き方や進路に希望を持ち、社会的・職業的自立に必要な能力や態度を自ら身に付けることができるよう、

キャリア教育を充実し、「学校から社会への移行」をスムーズなものとします。  

○小学校段階から勤労観・職業観 に関連する４つの基礎的・汎用的能力（「人間関係形成・社会形成能力」、

「自己理解・自己管理能力」、「課題対応能力」、「キャリアプランニング能力」）の育成を支援します。  

○児童・生徒が働くことの意義を理解し、勤労観・職業観を自ら形成するとともに、自己の能力を発揮し、

社会の一員としての役割を果たすことができるよう、職場体験やインターンシップの機会を充実させます。 

 

【２ 職業教育、職業訓練の充実】 

○農業、工業、商業等に関する学科を有する専門高校では、時代の変化に対応し、社会が求める人材の育成

を推進します。 
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○専修学校は、職業や生活に必要な能力の育成や教養の向上を図ることを目的とし、社会の変化に対応した

実践的な職業教育を行う機関として大きな役割を果たしています。専門的な職業知識・技術の習得のほか、

職業観・勤労観の涵養や自己学習能力の育成を図るなど、若者の職業的自立に寄与していきます。  

○職業能力開発センター等では、若年者の無業者やフリーター等を対象に、能力開発を支援し就業の促進を

図るため、若年者それぞれの特性に応じた職業訓練によるリスキリング等を実施します。 

 

【３ 様々な就業支援】 

○若者の安定した職業生活を支援するため、若者と企業のマッチングの機会を確保したり、中小企業におけ

る就業体験を展開したりなどします。 

○高校、大学とハローワーク等との連携を充実させ、新規学卒者が未就業のままにならないよう、ハローワ

ークに常駐する学卒ジョブサポーターがマンツーマンできめ細かく就職を支援します。  

○東京しごとセンターヤングコーナーにおいて就業支援のワンストップ窓口を設置し、専任の就職支援アド

バイザーを配置し、就職活動の各段階に応じた相談や支援を行います。また、ヤングコーナーにはハローワ

ークを併設し、職業相談、職業紹介を行います。 

○新規学卒者のみならず、若年者の就職を幅広く支援し、さらに、起業や就農等、様々な就業の形を支援し

ます。 

○様々な理由により就労に困難を抱える若者の一般就労に向けた支援の充実・強化を図るため、都、都民、

事業者等が相互に理解を深め、社会の一員として共に活動しながら支え合う「ソーシャル・インクルージョ

ン」の考え方に立って、就労支援や「ソーシャルファーム」の創設及び活動の促進に取り組みます。  

〇障害者の一般就労の機会を広げるとともに、障害者が安心して働き続けられるよう、身近な地域において

就労面と生活面の支援を一体的に提供する就労支援機関の設置を進めていきます。  

〇福祉施設への働きかけ等を通じた就労希望者の掘り起こしと企業に障害者就労への意識付けを行う「地域

開拓促進コーディネーター」の配置を促進します。 

○一般就労を希望する障害者が企業等に就労できるよう、関係機関が連携して障害者雇用を促進し、福祉施

設から一般就労への移行を進めます。 

〇福祉施設における就労支援の充実・強化を図るため、障害者が働くことの喜びや達成感を得ながら地域で

自立した生活を実現できるよう、受注の拡大と工賃の向上を目指す福祉施設の取組を支援します。  

 

【４ 社会生活において必要な知識の付与】 

○学校教育では、次代を担う子供が、社会ルールや法、司法、政治参加について学び、自由で公正な社会の

担い手としての知識を身に付けることができるよう、法に関する教育を推進します。  

○子供・若者が実社会において円滑に社会生活を営むことができるよう、主権者教育や消費者教育、金融リ

テラシー教育等を充実させ、様々な社会問題について考え、行動するための力を育成します。  

○大学、短大、専門学校、高等学校等の就職希望者を対象に、労働法及びトラブル事例などを解説し、労働

法等に関する正しい知識の普及、及び意識啓発等に取り組みます。  

○インターネットやスマートフォン利用に関するトラブルなどを防止し、サイバー犯罪などの加害者にも被

害者にもならないよう、 注意喚起を行います。 

○ＤＶ・ストーカーをはじめとする犯罪被害を防止するため、注意すべき事項、被害防止のポイント及び被
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害を受けた際の相談・連絡先等を知ってもらう普及啓発活動に取り組みます。 

○重大な犯罪に加担するきっかけになる闇バイトに関わらないために、闇バイトへの応募を思い留まらせる

ための普及啓発活動に取り組みます。 

 

４ 学びの機会の確保 

次代を担う子供・若者が社会を生き抜く力を身に付け、未来のよりよい社会づくりに参画し得る存在とな

るための基礎的な条件として、生涯にわたって学び続ける意欲を涵養し、また個別の発達段階に応じた具体

的な学習の機会を的確に提供していくことが重要です。  

 

【１ 就園・就学支援】 

○児童・生徒が安心して教育を受けることができるよう、世帯や保護者の負担能力に応じて、経済的な支援

を実施します。 

○私立幼稚園に在籍する園児の保護者に対し、区市町村が行う保護者負担軽減事業の経費の一部を都が補助

します。 

○経済的理由により小学校・中学校への就学が困難な児童・生徒の保護者に対しては、区市町村が学用品費

などを支給する就学援助を行います。 

○特別支援学校へ就学する児童・生徒については、保護者負担を軽減するとともに教育の機会均等を実現す

るため特別支援教育就学奨励費を支給します。 

○意欲ある全ての生徒及び学生が安心した教育を受けられるよう、就学支援金や高校生等奨学のための給付

金の制度を実施します。 

○都立高校等においては、家庭の経済状況にかかわらず、誰もが学べる環境を実現するために、資格試験の

受験料等を対象とした給付型奨学金制度を実施します。  

○私立高校においては、家庭の経済状況等にかかわらず、子供たちが将来にわたって安心して学べる環境を

実現するため、授業料について、所得制限なく国の就学支援金と合わせて都内私立高校平均授業料額まで支

援しています。 

○私立中学校においても、家庭の経済状況等にかかわらず、個性に応じた学校を選択できるよう、授業料の

一部を支援しています。 

○都立産業技術高等専門学校においては、就学支援金に加え、所得制限なく授業料軽減等の支援を行います。 

○高校生を対象とした東京都育英資金貸付事業や大学生等を対象とした様々な奨学金制度など子供・若者の

学びを支援する制度を充実させます。 

 

【２ 様々な学習支援】 

○教育費の負担を軽減するため、所得制限なく東京都立大学等の授業料を実質無償化します。  

○地域学校協働活動推進事業等の取組を通じ、地域の人材等を有効に活用して、放課後等の学習支援活動や、

生活習慣・育成環境の改善に関する支援活動を行う区市町村の取組を支援します。  

 

基本方針Ⅱ 社会的自立に困難を有する子供・若者やその家族への支援 

子供・若者は、発達段階ごとの課題を達成しながら成長し、社会的・職業的自立の時期を迎えます。しか
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し、個々の子供・若者を取り巻く環境は様々であり、それぞれの段階で生じた困難な状況を子供・若者自身

の力だけで解決できない場合もあります。子供・若者が今よりも力をつけ、課題を克服することができるよ

う支援していきます。 

乳幼児期 

乳幼児期は、保護者の下で愛情と保護を受けて成長・発達し、自己形成していきますが、子供自身や保護

者が様々な困難を抱えて人間関係をうまく構築できない場合もあります。そのような子供や保護者に対して、

安心できる人間関係を構築できるように支援していきます。  

小学生 

学齢期の子供は学校や地域へと活動範囲を広げ、同年齢・異年齢の集団の中で、人間関係を築きながら成

長していきます。一方で、周りの子供と人間関係をうまく構築できず集団になじめない子供や、学力や体力

の不振などにより学習等への意欲が育まれない子供もいます。そのような子供に対して、人間関係の構築を

支援し、学習への意欲向上をサポートしていきます。  

中学生 

思春期には、子供の活動範囲や交友関係が拡大し、保護者や教師との関係は相対的に小さくなり、特定の

仲間集団との関係が強くなります。また、それまでに育まれてきた生活習慣や規範意識が揺らぐ時期でもあ

ります。さらに、この時期は生徒指導に関する問題行動や不登校などが表出しやすい傾向もみられます。こ

ういった背景の下で、その後の社会的自立にとって困難な状況におちいることがないよう、子供の自立心を

尊重しながらサポートしていきます。 

青年期 

青年期は、本来、保護者のもとから離れ、社会へと参画しはじめ、自立した大人となるための最終的な移

行時期です。しかし、さまざまな困難を抱えて、明確な将来展望を持てずにいる若者も少なからずいます。

また、多様な働き方が推進される一方で、将来について十分に考える余裕がないまま進学や就職をし、採用

時に必要な職業人としての基本的な能力や態度が十分に身に付いていないといった課題も指摘されていま

す。こういった問題に対処するため、移行の節目節目で困難な状況におちいらないよう的確なサポートをし

ていきます。 

特に、社会的自立に困難を抱える子供・若者やその家族への支援を進めるにあたっては、以下の点に留意し

ていきます。 

〇子供・若者を権利の主体として認識し、権利を保障し、一人ひとりの子供・若者の最善の利益を尊重する

こと 

〇支援に当たっては、大人と共に生きるパートナーとして子供・若者を捉え、その主体性を引き出すため、

当事者である子供・若者の目線に立って意見を聴き、その年齢や発達の程度に応じて自己決定権を最大限尊

重し、支援に反映させていくこと 

〇子供・若者本人だけでなく、家族も含めた困難や課題の全体像を見通し、状況に応じて伴走する等、家族

も含めた支援を行っていくこと 

〇支援の過程では、その結果が必ずしも期待通りになるとは限らないため、子供・若者のその時々の状況を

見極めながら、長期的な視野から行きつ戻りつの支援を行っていくこと  

〇生まれてから現在に至るまでの成育環境において、様々な問題に直面した経験を有している場合が多く、

問題を複合的に抱えて非常に複雑で多様な状況になっていることが多いため、その事情をよく理解しながら
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支援を行っていくこと 

 

１ 困難な状況ごとの取組                        

 

【１ いじめ】 

＜現状・課題＞ 

○いじめは、いじめを受けた子供の心に長く深い傷を残し、全ての子供の人格形成に少なからず影響を与え、

かけがえのない子供の命を奪うこともある憂慮すべき問題です。  

○複雑・多様化するいじめ問題を迅速かつ的確に解決できるよう、学校や保護者、地域、関係機関が連携し、

社会総がかりで取り組むことが求められます。 

○いじめはどの学校、どの学級にも起こり得るという認識の下、学校は日常的に未然防止に取り組むととも

に、いじめを把握した場合には、教員個人による対応に任せることなく、学校全体による組織的な取組によ

り、速やかに解決することが必要です。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○平成 26 年６月の「東京都いじめ防止対策推進条例」制定を受け、公立学校・私立学校を対象とする「東

京都いじめ防止対策推進基本方針」を策定するとともに、都教育委員会は、公立学校を対象とした「いじめ

総合対策」を策定しています。 

○都内全ての学校において、「学校いじめ防止基本方針」を策定し、「未然防止」、「早期発見」、「早期対応」、

「重大事態への対処」の４つの段階に応じて、いじめ防止等に向けた効果的な対策を講じていきます。  

＜主な相談窓口＞ 

○「教育相談一般・東京都いじめ相談ホットライン」（教育相談センター）  

○「学校問題解決サポートセンター」 等  

 

【２ 不登校・中途退学】 

＜現状・課題＞ 

○東京都の令和５年度の不登校児童・生徒数は 31,726 人で、11 年連続で増加しています。不登校の児童・

生徒は、何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的・背景により、登校しない、あるいはしたくても

できない状況にあります。 

○不登校への対応については、未然防止や早期支援、長期化への対応が必要です。学校が保護者・地域・関

係機関・民間団体と連携して取組むことに加え、子供の不安や悩みを受け止めて相談に当たる体制の整備も

重要です。 

○また、不登校の児童・生徒や高等学校を中途退学した者が、将来自立して生活することができるようにす

るため、児童・生徒の実情に応じた長期的な視点による対策を総合的かつ効果的に推進していくことが求め

られます。 

＜取組・今後の方向性＞ 

１ 個別支援の充実 

○学校生活に馴染めず生きづらさを抱えた子供が自分らしくありのままで成長できるよう、フリースクール

等に通所する小・中学生への支援など、学校外も含めた学び・居場所の選択肢の多様化に向けた取組を推進
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します。 

○進路が未決定のまま卒業した生徒に対しては、就労へのサポートを行います。また、中途退学者に対して

は、それに加えて学校への再入学等による学び直しの機会の提供も行います。 

２ 相談体制の整備 

○スクールカウンセラーを都内全ての公立小・中・高等学校に配置し、心理の専門家の立場から、児童・生

徒や保護者等からの相談に対応しています。小・中学校には、家庭訪問をして児童・生徒や保護者の相談に

応じる「家庭と子供の支援員」も配置しています。 

○学校だけで解決できない不登校等問題に対しては、スクールソーシャルワーカーが社会福祉の面から児

童・生徒が置かれた環境へ働き掛けるなど、関係機関とのネットワークを活用した支援を行います。  

○中途退学者の割合が高い定時制高校の 1 年生を対象に、専門家を学校に派遣し、「グループエンカウンタ

ー」などの活動を実施し、学校や学級への生徒の帰属意識を高める取組を行います。  

○「東京都教育相談センター」に「青少年リスタートプレイス」を開設しています。高等学校への就学経験

のない者や、中途退学者や進路選択を控えながら不登校になっている中学生とその保護者を対象に、「進路

相談会」、心理や医療の専門家を交え共に考える場である「つどい」、「就学サポート」などを定期的に開催

しています。 

＜主な相談窓口＞ 

○教育相談センターにおける個別相談 

○青少年リスタートプレイス（中途退学者） 等  

 

【３ 障害のある子供・若者への支援】 

＜現状・課題＞ 

○全ての都民が共に暮らす共生社会、障害者が地域で安心して暮らせる社会、障害者がいきいきと働ける社

会を実現するため、様々な施策を展開しています。 

○障害のある子供・若者が自立や社会参加に向けて主体的に取り組むことができるようにするためには、障

害者施策だけでなく、母子保健施策や子供・子育て支援施策、就学から卒業までの学校教育など、各関係施

策を行う機関が連携して取り組んでいくことが求められます。  

○障害児が障害児支援を利用することにより、地域の保育・教育等の支援を受けられるようにすることで、

障害の有無に関わらず、全ての児童がともに成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）

を推進する必要があります。 

＜取組・今後の方向性＞ 

１ 共生社会実現に向けた取組の推進 

○広く都民、事業者に対して、障害者への差別や合理的配慮等の具体的な事例の紹介などにより、障害者差

別解消法・障害者差別解消条例の趣旨の普及を図っていきます。   

○障害者差別解消条例の制定により、東京都は、国に先駆けて民間事業者における合理的配慮の提供を義務

化しています。事業者等が障害者差別解消法・障害者差別解消条例を正しく理解し、適切に障害者への差別

解消に向けた取組を進めるよう、東京都は、障害者への差別解消に関する相談事例を広く周知するなど、事

業者等の主体的な取組に資する支援を行います。 

２ 社会で生きる力を高める支援の充実 
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(1) 障害児支援の充実 

○障害児とその保護者が住み慣れた地域で安心して生活していくために、一般的な子育て支援施策における

障害児の受入れを進めるとともに、子供の成長段階や障害特性に応じた適切な支援が提供されるよう障害児

支援の提供体制の確保を進めます。 

○障害児通所支援については、児童発達支援や放課後等デイサービスの整備が着実に進んでいます。利用児

童に対し適切なサービスが提供されるよう、障害通所支援事業所の支援の質の向上に取り組みます。  

(2) 全ての学校における特別支援教育の充実 

○児童・生徒一人一人の能力を最大限に伸長し、社会的自立を図ることのできる力や地域の一員として生き

ていける力を培うため、全ての学校・学級において特別な支援を必要とする児童・生徒への支援体制を推進

します。 

(3) 職業的自立に向けた職業教育の充実 

○都立知的障害特別支援学校等における職業教育の充実を図り、障害の程度に応じたきめ細かな職業教育や

就労支援を行うことで、生徒の職業的自立と社会参加を促進します。  

３ いきいきと働ける社会の実現 

(1) 一般就労に向けた支援の充実・強化 

○一般就労を希望する障害者が企業等に就労できるよう、関係機関が連携して障害者雇用を促進し、福祉施

設から一般就労への移行を進めます。また、就労に当たっては、障害者への合理的配慮について企業等に周

知・啓発を図っていきます。 

○中小企業を中心に企業での雇用・職場定着の促進に向けた取組を支援します。  

〇都、都民、事業者等が相互に理解を深め、社会の一員として共に活動しながら支え合う「ソーシャル・イ

ンクルージョン」の考え方に立って、就労支援や「ソーシャルファーム」の創設及び活動の促進に取り組み

ます。 

(2) 福祉施設における就労支援の充実・強化 

○障害者が、働くことの喜びや達成感を得ながら地域で自立した生活を実現できるよう、受注の拡大と工賃

の向上を目指す福祉施設の取組を支援します。 

＜主な相談窓口＞ 

○児童発達支援センター 

○東京都発達障害者支援センター（TOSCA） 

○東京都心身障害者福祉センター 

○都立（総合）精神保健福祉センター 

○ハローワーク 

○東京都若者総合相談センター「若ナビ α」 等 

 

【４ 若年無業者（ニート）、非正規雇用対策】 

＜現状・課題＞ 

○全国におけるフリーター※１の数は、令和５年には 134 万人となり、若年無業者（ニート※２）59 万人

となっています。 

○若年無業者等の社会的自立を支援するためには、基本的な能力の開発にとどまらず、職業意識の啓発や社
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会適応支援を含む包括的な支援が必要であり、こうした支援は各人の置かれた状況に応じて個別的に行うこ

とや、一度限りの支援にとどまらず、継続的に行うことが重要です。  

○非正規雇用の全てが問題というわけではないものの、雇用が不安定、賃金が低い、能力開発機会が乏しい

などの課題があり、正規雇用を希望しながらそれがかなわず、非正規雇用で働く者（不本意非正規）の割合

は、令和５年には全国で 9.6％存在し、特に 25～34 歳の若年層で 13.1％と高くなっています。 

○平成 27 年 9 月には、「若者雇用促進法」が公布され、青少年の雇用の促進等を図り、その能力を有効に発

揮できる環境を整備するため、青少年の適職の選択並びに職業能力の開発及び向上に関する措置等が総合的

に講じられることとなりました。 

○東京都の将来を担う若者が安心・納得して働き、その意欲や能力を充分に発揮できるよう、包括的な支援

を行っていく必要があります。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○地域の若者支援機関からなるネットワークを構築・維持するとともに、その拠点となる地域若者サポート

ステーションを設置し、キャリアコンサルタント等が一人ひとりの状態に合わせて専門的に相談に応じると

ともに、合宿形式を含む生活面等のサポートと職場実習、資格取得支援等を実施する集中訓練プログラムな

ど、各種プログラムを実施し、多様な就労支援メニューを提供していきます。  

○学校等関係機関との連携を一層強化し、高校中退者等の希望に応じて、地域若者サポートステーション職

員が学校や自宅等へ訪問するアウトリーチ型の切れ目ない就労支援を実施していきます。 

〇若年者の不本意な早期離職を防ぐため、若年者と企業の双方に対するセミナー等を実施するなど、職場支

援を行っていきます。 

○国と連携し、不本意な非正規雇用者の正規雇用化に向けた支援をはじめとした非正規雇用対策を展開しま

す。 

※１ フリーター：年齢が 15～34 歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者のうち次の者をいいます。 

①雇用者のうち勤め先における呼称がパート・アルバイトの者  

②完全失業者のうち探している仕事の形態がパート・アルバイトの者  

③非労働力人口で、家事も通学のしていないその他の者のうち、就業内定しておらず、希望する仕事の形態

がパート・アルバイトの者 

※２ 若年無業者（ニート）：15～34 歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者をいいます。  

＜主な相談窓口＞ 

○地域若者サポートステーション  

○わかものハローワーク 

○東京しごとセンターヤングコーナー 

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

【５ ひきこもりに係る支援】 

＜現状・課題＞ 

○ひきこもりとは、様々な要因により、社会的参加（就学、就労、家庭外での交遊など）を避け、原則とし

て６か月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態であり、必ずしも問題行動や疾患を意味するわ

けではありません。 
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○ひきこもり状態となるきっかけには社会生活上のさまざまなトラブルやそこから生じる傷つき体験等が

あると言われており、背景に精神障害や発達障害が見られることもあります。  

○ひきこもりの状態にある本人は、自尊感情を失っていたり、生きがいをもって自分らしく、よりよく生き

る意欲や勇気を失っていたりする場合が少なくありません。また、長期間に渡るひきこもりの状態により心

身に悪影響を及ぼす恐れや社会的孤立、経済的な困窮などにつながる可能性があることに留意が必要です。 

〇地域社会におけるひきこもりへの偏見（本人の甘え、怠け、親の育て方が悪いなど）や差別的な対応は、

当事者や家族を追い詰め、孤立させる要因となっています。  

＜取組・今後の方向性＞ 

１ ひきこもりに係る支援の充実 

（１）都民及び関係者への普及啓発・効果的な情報発信 

○ひきこもりへの正しい理解を促進するため、インターネット広告や交通広告のほか講演会等により普及啓

発していくとともに、区市町村の相談窓口や支援団体等を紹介するリーフレットの作成や合同説明相談会の

開催により、ひきこもりで悩む本人や家族等に情報発信していきます。  

（２）一人ひとりの状態・状況に応じた相談支援 

○都のひきこもりに関する相談窓口「東京都ひきこもりサポートネット」において、電話、メール、訪問（ア

ウトリーチ）、来所による相談や、ピアサポーター（ひきこもりの経験がある方やその家族）によるオンラ

イン相談を実施するほか、家族向けセミナーや個別相談会等を行い、本人や家族の状態・状況に応じたきめ

細かな支援を行います。 

○都内で相談対応や居場所の提供を行う支援団体等と連携して本人・家族をサポートします。  

（３）身近な地域における支援の充実 

○ひきこもりの状態にある本人とその家族が、身近な地域で切れ目のないきめ細かな支援を受けられるよう、

支援体制の充実に取り組む区市町村を支援します。 

２ 今後の取組の方向性 

○ひきこもりの状態にある本人や家族が、安心して一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援を受けられる

よう、相談支援や都民への普及啓発等を行っていくとともに、身近な地域において切れ目のない支援体制を

整備する区市町村を支援していきます。 

＜主な相談窓口＞ 

○東京都ひきこもりサポートネット（訪問相談の受付は、各区市町村の窓口）  

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」  

 

【６ 非行・犯罪に陥った子供・若者への支援】 

＜現状・課題＞ 

○都内における刑法犯少年※１の検挙・補導人員は、平成 22 年から減少傾向でありましたが、令和 4 年か

ら増加に転じており、14 歳未満の検挙・補導人員も増加傾向にあります。 

○刑法犯少年の検挙人員に占める再犯者の割合は、令和 3 年から減少傾向となりますが、特殊詐欺における

再犯者率は依然として高い傾向にあります。 

○非行・犯罪に陥った子供・若者も、地域社会の一員として社会復帰を果たすことが重要であり、そのため

には、地域社会が適切に支援していくことが大切です。具体的には、非行少年の立ち直りには、自立のため
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に必要な「仕事」や「居場所」の確保といった社会での受入れを進めることが鍵となっています。  

○東京は多くの繁華街を有しており、特に新宿歌舞伎町地区においては、少年に対する有害なサービスの提

供や、いわゆる「トー横」にい集した少年による過量服薬（オーバードーズ）等の問題行為が顕在化してい

るほか、こうした少年らに悪意を持った大人が接近するなどの状況も認められ、憂慮すべき情勢にあります。 

○様々な背景を有し居場所を求めて、「トー横」に来訪する青少年・若者が犯罪被害等に巻き込まれること

のないよう、注意喚起を行うほか、若者への居場所の提供とともに相談業務を行う「きみまも＠歌舞伎町」

を開設し、関係機関と連携を図りながら様々な支援に繋いでいます。 

○スマートフォンの普及など、情報通信機器の目覚ましい進歩に伴い、様々な情報をどこでも瞬時に入手で

きる時代になりましたが、インターネット上の情報には、誤った情報や薬物乱用を助長する有害な情報も数

多く見受けられます。特に大麻に関しては「身体への影響がない」「依存性がない」などの誤った情報が流

布し、また、全国における大麻事犯の検挙人員のうち約７割を 30 歳未満が占めるなど、若年層での大麻乱

用が広がっています。また、非行・犯罪に陥らずとも、様々な悩みや生きづらさから、薬局、ドラッグスト

ア等で処方箋なしで購入できる市販薬を過剰摂取（オーバードーズ）してしまう若年層も増えています。そ

のため、若年層への普及啓発により、違法薬物に関して正しい知識を付与するとともに、医薬品の適正使用

について伝え、専門機関等への相談を促すことが必要です。 

○少年による医薬品の過量服用等の問題行動や、過量服薬を企図する少年が犯罪の被害に巻き込まれる事案

等が発生しています。このような状況を防止するため、警察と医薬品販売業者を始め、関係機関、関係団体

との連携を強化し、更なる対策を推進しています。 

○違法薬物や危険ドラッグは、インターネットによる売買や宅配利用など販売方法が多様化・潜在化し、容

易に購入できる実態があることから、指導・取締りの強化と併せて、啓発の強化が喫緊の課題となっていま

す。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○「第二次東京都再犯防止推進計画」に基づき、少年の非行の防止、学校と連携した修学支援等に取り組み

ます。 

○少年非行防止・保護のための対策を総合的に推進します。  

・街頭補導活動による早期発見・早期対応、少年の特性や立ち直りに配意した少年事件の捜査・調査活動に

努めます。 

・暴走族をはじめとする非行集団については、取締りの徹底とグループの解体、加入阻止と構成員の離脱支

援を推進します。 

・少年が犯罪被害に遭うことを防止するとともに、被害少年の早期救出、保護に努めます。  

○SNS 等を通じて犯罪実行者募集情報（闇バイト）に応募し、匿名・流動型犯罪グループによる犯行に加担

することがないよう、広報啓発活動及び既応募者からの相談受理と本人・家族の保護活動を推進します。  

○「非行の入り口」とされる「万引き」防止への対策や、薬物乱用防止に向けた対策を推進します。  

○非行・犯罪に陥った子供・若者の立ち直りとその家族を支援するため、相談体制を充実するとともに、就

労や生活の場の確保に向けた支援を行います。 

・警視庁少年センター（都内８か所）、「ヤング・テレホン・コーナー」（警視庁少年育成課）等において適

切に相談に対応するとともに、東京都若者総合相談センター「若ナビα」にて非行少年や非行・犯罪歴を有

する若者を支援しています。 



   

18 

・都内に２か所ある児童自立支援施設において、様々な問題を抱えた子供を受け入れ、施設における生活を

基礎とした関わりの中で、児童の健全育成を図ります。  

・協力雇用主制度の普及啓発等に努めます。 

○非行防止に向けた社会気運の醸成を図るとともに、非行少年の立ち直りを支援する地域・社会づくりを推

進します。 

・「サポートチーム」、「学校問題解決チーム」、「学校・警察連絡協議会」等の既存の仕組みを活用します。  

・国における非行少年の処遇と社会復帰支援の取組を踏まえつつ、様々な悩み、背景を抱えた非行少年やそ

の家族が必要な支援を安心して受けられる環境を整備するため、研修等を通じて民間支援団体等を支援しま

す。 

・“社会を明るくする運動”を推進することで、地域における立ち直り支援及び非行防止の気運を醸成します。 

・保護司や地域の支援者の支援力の向上を図るため、再犯防止支援ガイドブックを作成し、配布します。  

※１ 刑法犯少年の「少年」：20 歳に満たない者（少年法第 2 条第 1 項）をいいます。 

＜主な相談窓口＞ 

○警視庁少年センター（都内８か所） 

○警視庁「ヤング・テレホン・コーナー」（警視庁少年相談係）  

○各警察署 

○法務少年支援センター 

〇東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

＜参考＞～国における非行少年処遇のための制度・施設～  

○非行防止、相談活動等 

・少年鑑別所は、①家庭裁判所等からの求めに応じて鑑別対象者の鑑別を行うほか、②少年鑑別所に送致す

るとの観護措置の決定により収容されている少年等に対して観護処遇を行っています。また、③「法務少年

支援センター」として、非行及び犯罪防止の専門的な知識や経験を活用し、地域の人が抱える悩みについて、

本人や家族、関係機関からの相談に応じることで、地域社会の非行や犯罪の防止を援助しています。  

・鑑別とは、医学、心理学、教育学、社会学などの専門的知識や技術に基づき、鑑別対象者について、その

非行等に影響を及ぼした資質上及び環境上問題となる事情を明らかにした上、その事情の改善に寄与するた

め、適切な指針を示すことです。鑑別は、家庭裁判所、地方更生保護委員会、保護観察所の長、児童自立支

援施設の長、児童養護施設の長、少年院の長又は刑事施設の長の求めに応じて行います。  

・観護処遇とは、少年鑑別所に収容している者に対する取扱いの全て（鑑別を除く。）をいいます。観護処

遇に当たっては、情操の保護に配慮するとともに、特性に応じた適切な働き掛けを行うことによって、その

健全な育成に努めています。 

・「法務少年支援センター」としては、非行・犯罪に関する問題や、思春期の子供たちの行動理解等に関す

る知識・ノウハウを活用して、児童福祉機関、学校・教育機関、ＮＰＯ等の民間団体等、青少年の健全育成

に携わる関係機関・団体と連携を図りながら、地域における非行・犯罪の防止に関する活動や、健全育成に

関する活動の支援などに取り組んでいます。  

 また、非行、犯罪行為、親子関係、職場や学校などでのトラブル、交友関係などについて、本人や家族、

学校の先生などからの相談に応じます。 
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○矯正教育、更生に向けた指導 

・少年院においては、少年の特性に応じた適切な矯正教育その他の健全な育成に資する処遇を行うことによ

り改善更生と円滑な社会復帰を図っています。矯正教育の内容は、生活指導、職業指導、教科指導、体育指

導及び特別活動指導から成り立っています。特に、一人一人が抱える問題性の改善に向けた教育の一つとし

て、各種教育プログラムを実施しています。 

また、少年院においては、加害少年に対する被害者の視点を取り入れた教育を充実させているほか、保護

観察所においては、加害少年に対するしょく罪指導等を実施しています。  

・令和４年４月に少年法等の一部を改正する法律が施行され、１８歳及び１９歳の者を「特定少年」として

位置付け、一定の特例が設けられたことから、少年院において特定少年に対する新たな教育プログラムを実

施しています。 

・刑事施設・少年院・保護観察所においては、薬物事犯者に対し、薬物依存からの離脱指導をはじめとする

再乱用防止のための処遇内容及び方法の充実強化を図ります。特に少年院においては、薬物の害と依存性を

認識するとともに、薬物依存に至った自己の問題性を理解し、再び薬物を乱用しないことを目的とする指導

を重点的に実施しています。 

○就労支援等 

・刑事施設・少年院においては、就労に対する心構えを身に付けさせ、就労意欲を喚起する指導等を充実す

るとともに、社会復帰に資する職業技能の習得や高等学校卒業程度認定試験の受験を奨励します。特に少年

院においては、企業などのニーズを踏まえ、ビジネスマナーやパソコン学習などを柱としたプログラムを基

礎的な職業指導として実施しています。また、様々な関係機関と連携を図りながら、在院者の帰住先や就労・

修学先を確保するなど社会復帰支援に力を入れています。  

・保護観察所においては、犯罪や非行をした人の自立及び社会復帰に協力することを目的として、雇用し、

又は雇用しようとする協力雇用主制度の拡充に努めています。特に 20 歳未満で協力雇用主に雇用された人

の職場定着を促進するため、面談等の手厚いサポートをしている協力雇用主に対し、就労奨励金の加算を行

っています。 

・さらに、出院及び出所予定者、保護観察に付された少年等を対象として、刑務所出所者等就労支援事業を

推進します。 

○更生保護 

・犯罪や非行をした人も、裁判を終え、処分を受ければ、いずれ社会に戻ってきます。更生保護は、罪を償

い、再出発しようとする人たちの立ち直りを導き、助け、再び犯罪や非行に陥るのを防ぐ仕組みです。  

・犯罪や非行をした人が、社会の一員として立ち直ろうとするには、本人の強い意志や行政機関の働き掛け

のみならず、地域社会の理解と協力が不可欠です。我が国では、保護司、更生保護施設をはじめとする更生

保護ボランティアと呼ばれる人たちのほか、更生保護への理解と協力の下、関係機関・団体との幅広い連携

によって更生保護は推進されています。 

○第二次再犯防止推進計画 

・「第二次再犯防止推進計画」に基づき、国・地方公共団体・民間との緊密な連携協力の下、少年の再非行

の防止、学校等と連携した修学支援等を推進しています。 

○地域援助 

・保護観察所では、刑務所等を出所した人や保護観察を受けていた人、その御家族や支援者などからの相談
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を受けて、職員が困りごと・悩みごとを聴き、相談内容に応じて関係機関と連携するなどして必要な情報提

供や支援の調整などを行い、地域の中で安心して生活できるようサポートしています。  

【７ 子供の貧困】 

＜現状・課題＞ 

○「相対的貧困率」は、国民一人当たりの可処分所得を高い順に並べ、その中央値の半分に満たない人の割

合を言います。令和３年の相対的貧困率は 15.4％で、うち 17 歳以下の子供の貧困率は 11.5％となっていま

す。 

○また、18 歳未満の子供がいる現役世帯（世帯主が 18 歳以上 65 歳未満）の相対的貧困率をみると、令和

３年は 10.6％となっています。そのうち、大人が２人以上いる世帯は 8.6％であるのに対し、大人が１人の

世帯では 44.5％と約半数を占め、ひとり親世帯の相対的貧困率が高いことがうかがえます。  

○諸外国との比較では、相対的貧困率は OECD 加盟国中 10 番目に高いほか、ひとり親世帯の相対的貧困率

については、データが公表されている加盟国の中で、最も高くなっています。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○貧困の世代間連鎖を断ち切り、全ての子供が健やかに成長できるよう、関係各局で連携を強化し、教育の

支援、生活の安定に資するための支援、保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労支援、経

済的支援の４分野の施策を充実していきます。 

○子供の貧困の実態把握や支援ニーズ等の調査、関係機関の連携強化や支援を必要とする家庭への周知強化

など、子供の貧困対策の推進に取り組む区市町村を支援していきます。  

○民間団体が行う地域の子供たちへの食事や交流の場を提供する取り組みに対して引き続き補助を実施し

ていきます。 

○家庭の課題の早期把握に資する事業について、子供の貧困対策として位置づけます。  

 

【８ ひとり親家庭に育つ子供への支援】 

＜現状・課題＞ 

○ひとり親家庭の親は、ひとり親家庭になる前後を通じて、「子育て」と「家計の支え手」という二つの役

割を同時に担うため、肉体的、精神的な負担も大きく、また、経済的に困窮している家庭が多いことなどか

ら、生活全般を視野に入れた総合的な支援が必要です。  

○また、それぞれの家庭が抱える課題は、母子家庭では、家計についてが最も多く、父子家庭では、子供の

教育や家事について等生活面の問題など、状況により異なります。  

○ひとり親家庭を支えるためには、様々な機関で支援が必要な家庭を把握し、母子家庭・父子家庭の特性や

ニーズに配慮した支援を行うことが必要です。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○都では、「東京都ひとり親家庭自立支援計画」を策定し、ひとり親家庭が安定した就労や生活のもと、子

供を健全に育むことができるよう、次の４つの分野を柱に、ひとり親家庭への支援を推進していきます。  

１ 相談体制の整備 

関係機関が連携して、支援が必要なひとり親家庭を把握し、必要な支援につなげるとともに、ひとり親家庭

の状況に応じた、SNS 等の多様な相談体制を整備します。 

２ 就業支援 
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それぞれの家庭の状況や課題を踏まえ、関係機関と連携しながら、包括的・継続的な支援を実施します。  

３ 子育て支援・生活の場の整備 

ひとり親家庭の親が安心して子育てでき、子供が健やかに育まれるよう、多様な支援策を展開します。  

４ 経済的支援 

ひとり親家庭の自立と子供の健やかな成長を経済面から支援します。  

＜主な相談窓口＞ 

○東京都ひとり親家庭支援センター（愛称「はあと」） 

○（各区市町村）母子・父子自立支援員 

 

【９ 自殺対策】 

＜現状・課題＞ 

〇都内の自殺者数は、平成 10 年から 23 年までの 14 年間は、2,000 人台後半で推移し、23 年の 2,919 

人をピークに減少傾向となり、令和元年には 1,920 人まで減少しましたが、２年以降は増加傾向に転じ、５

年は 2,196 人となりました。年代別には、10 代、20 代、30 代の死因のトップが自殺であり、若年者が自

殺に追い込まれないようにすることが、重要課題の１つとなっています。 

〇自殺は個人的な問題としてのみとらえられるべきものではなく、多様かつ複合的な原因や背景があるため、

自殺対策には、社会的な取組が必要です。このため、社会的要因への対策を含め、行政や各分野の団体・機

関、個人等が相互に連携協力して総合的に取り組むことが求められます。  

＜取組・今後の方向性＞ 

○都における自殺対策は、「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らす取組に加えて、「生きる

ことの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて、社会全体の自殺リ

スクを低下させる方向で、「生きることの包括的な支援」として実施していきます。  

〇心の悩みや自殺念慮を抱えている人、その家族・友人が、必要な時に適切な相談を受けられるよう、相談

窓口の充実に努めます。 

〇自殺の背景となる健康問題、家庭問題、いじめ、過労、失業、多重債務など、様々な問題に的確に対応す

るため、各相談・支援機関において、役割や機能等についての情報共有を図り、相互に顔の見える関係を築

くなど連携協力体制を強化していきます。 

〇自殺未遂者が再び自殺を企図することを防ぐため、救急医療機関に搬送された自殺未遂者等を地域の支援

や精神科医療につなぐ相談調整窓口を運営します。また、この窓口に子供サポートチームを設置するほか、

学校や地域の支援機関に対し、子供の自殺に対する理解や対応力向上に関する研修を実施するなど、自殺リ

スクの高い子供への支援を強化します。 

〇生きづらさを抱える方や孤独・孤立のリスクを抱える方が、孤立する前に、地域とつながり、支援につな

がるよう、民間団体等への支援を通じて自殺対策に資する居場所づくりを推進します。  

〇インターネットの検索連動型広告を用いて、自殺のリスク要因となり得る、うつ、虐待、性的マイノリテ

ィ、依存症等の悩みを抱える方を、早期に適切な支援窓口につなげる取組を実施します。  

〇児童・生徒の自殺を防止するため、様々な相談窓口の情報を掲載した普及啓発資材を、学校等を通じて配

布します。 

○大学等の講義やガイダンスで活用可能なメンタルヘルスケア等の知識付与・実践に資する動画コンテンツ
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を作成し、大学等における自殺対策を支援します。 

〇区市町村において、自殺の危険を示すサインに気付き、必要に応じて適切な相談機関等につなぐなど、自

殺防止に取り組む人材であるゲートキーパー（相談支援者）の養成を行います。  

＜主な相談窓口＞ 

〇東京都自殺相談ダイヤル～こころといのちのほっとライン～  

○ＳＮＳ自殺相談「相談ほっとＬＩＮＥ＠東京」 

〇東京都自殺未遂者対応地域支援事業～東京都こころといのちのサポートネット～  

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

【１０ 居場所のない子供・若者】 

＜現状・課題＞ 

○核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等に伴い、更にはコロナ禍を経て、子供・若者についても孤独・

孤立の問題が一層顕在化しています。自殺やひきこもり等、様々な社会問題に共通する背景として、孤独・

孤立の存在が指摘されています。 

○居場所は、孤独・孤立の問題を抱える当事者にとって、身近な地域における人との「つながり」や自身の

役割を持つ場となり、相談等の場にもなるとともに、地域コミュニティの形成・維持にも資するものです。 

○とりわけ困難を抱えた環境で育つ若者は、居場所を持ちにくく、失いやすいと考えられます。いわゆる「ト

ー横」を訪れる若者も、様々な背景を有し、何かしらの「居場所」求め来訪している状況にあります。課題

や個別のニーズにきめ細かに対応した居場所（リアルな空間だけでなくインターネット空間も含め）をつく

ることで、全ての若者が居場所を持てるよう支援を行っていく必要があります。  

○また、子供が気軽に立ち寄ることができ、学習支援や食事の提供を行う「居場所」（拠点）を設置し、地

域全体で気になる家庭等への見守りを行う体制を整備することが求められます。  

＜取組・今後の方向性＞ 

○区市町村が若者への支援施策を円滑に実施できるよう、相談センターの設置や居場所づくり等に対し補助

を行っています。若者の抱える問題が複雑化する中、より多くの区市町村で、それぞれのニーズに応じた若

者の居場所づくりが進むよう、新たな居場所の設置や、既存施設の夜間延長等を働きかけていきます。  

○悩みを抱える若者が、自分に合ったサポートや居場所を見つけられるよう、スマートフォン等で、いつで

も気軽に検索できるポータルサイト「若ぽた＋」を充実させていきます。このサイトにおいて、様々な民間

支援団体と連携して、住む場所にかかわらず誰もが利用できる居場所を掲載し、団体からのメッセージや利

用者の声を動画等で分かりやすく紹介する等の情報発信を行っていきます。  

○引き続き子供が気軽に立ち寄ることが出来る「居場所」（拠点）を整備する区市町村の支援を行っていき

ます。 

＜主な相談窓口＞ 

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

○きみまも＠歌舞伎町 

 

【１１ ヤングケアラー】 

＜現状・課題＞ 
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○子ども・若者育成支援推進法の基本理念を定めた第２条第７号において、その子ども・若者の意思を十分

に尊重しつつ、必要な支援を行う「社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者」として、「家

族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者」（以下「ヤングケアラ

ー」という。）が明記されました。 

○法は、おおむね 30 歳未満の者を中心として、施策内容によりおおむね 40 歳未満の者を対象としており、

このことはヤングケアラーへの支援についても同様です。  

○18 歳以上のヤングケアラーも、中学生や高校生から、場合によっては小学生の段階から困難な状況が継

続しているケースが想定されます。その困難な状況が 18 歳以降も続いているという観点から、年齢による

切れ目のない支援が求められます。 

○また、ヤングケアラーは、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負うことで本人の育ちや教

育に影響があるといった課題があり、支援が必要なヤングケアラーに対しては、関係機関・団体等が緊密に

連携して早期に発見して、適切な支援につなげていくことが必要です。  

＜取組・今後の方向性＞ 

○都が開設した「ヤングケアラー支援ホームページ」を活用して広く社会に向けて情報を発信し、普及啓発

の取組を進めていきます。 

○児童・介護・医療・障害・教育分野等の多機関連携促進のため、ヤングケアラー支援推進協議会の設置・

運営を行うとともに、支援機関の連携のつなぎや助言等を行うヤングケアラー・コーディネーターの配置促

進支援として、区市町村に対する補助を行います。 

○相談のしやすい場の整備として、ピアサポート等の悩み相談、家事支援ヘルパー派遣等を行う団体、悩み

や経験を共有するオンラインサロンを設置運営する団体を支援するヤングケアラー相談支援等補助事業を

実施していきます。 

○18 歳以上のヤングケアラーである若者への支援に当たっては、東京都若者総合相談センター「若ナビα」

を一次的な窓口として位置づけ、個々の若者の相談に応じ、課題の整理の支援や区市町村へのつなぎを行う

ほか、子供・若者総合相談センターや子供・若者支援地域協議会の区市町村による設置も推進していきます。  

○悩みを抱える若者が、自分に合ったサポートを見つけられるよう、スマートフォン等で、いつでも気軽に

検索できるポータルサイト「若ぽた＋」において、18 歳以上のヤングケアラーへの支援を行っている民間

団体と連携し、支援団体の取組や利用者の声を動画等で分かりやすく紹介する等の情報発信を行っていきま

す。 

○ヤングケアラー支援に向けて、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーも含めた教職員が、

児童・生徒の状況の変化を把握しつつ、必要に応じて関係機関につなぐ体制を確保していきます。  

＜主な相談窓口＞ 

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

【１２ 困難な問題を抱える若年女性への支援】 

＜現状・課題＞ 

○東京は、新宿、渋谷、池袋、秋葉原などといった日本有数の繁華街を複数抱えているため、都内だけでな

く、全国から未成年を含む若年の女性が集まり、性犯罪等に巻き込まれる可能性があります。  

○困難な問題を抱える女性への支援にあたっては、対象者を早期に把握し、多様な支援を切れ目なく包括的
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に提供していく必要があります。また、若年の女性は困難を抱えていても、既存の行政機関の支援が届きに

くい場合もあり、民間団体と協働していくことが必要です。  

○若年女性が予期せぬ妊娠をして、誰にも相談できない場合、養育の希望の有無にかかわらず、周囲からの

支援を得られない中で出産するという心理面の負担、妊娠、出産という身体面の負担、受診にかかる費用等

の経済面の負担に直面するなど、様々な困難を抱える可能性があります。本人の意向が尊重され、安心して

相談支援を受けられることが重要です。 

＜取組・今後の方向性＞ 

〇女性相談支援センターにおいて、状況に応じて相談しやすい方法を選択できるよう、電話や来所等に加え

てＳＮＳを活用した相談を実施し、関係機関等と連携して対象者に適切な支援を提供します。  

○民間団体と協働し、繁華街での巡回・声掛けやＳＮＳを活用した相談等により、様々な困難な問題を抱え

た若年女性を早急に把握し、必要な支援につなげるとともに、安全・安心な一時的な居場所での食事の提供

など日常生活上の支援、不安や悩み事に対する相談支援を行います。  

○予期せぬ妊娠等への不安のため、緊急避妊が必要な 10 代の若者を対象に、「とうきょう若者ヘルスサポー

ト（わかさぽ）」において医療機関へ同行するなど、緊急避妊の支援を行います。  

○18 歳未満で支援が必要な妊産婦については、児童相談所や区市町村の保健センター、子供家庭支援セン

ター等が連携して、妊娠期から産後に至るまで母子への支援を継続して行います。また、女性相談支援セン

ターでは、児童相談所からの依頼に基づき 18 歳未満の妊産婦の一時保護を行います。 

○女性自立支援施設においては、日常生活又は社会生活を営むうえで困難な問題を抱えている女性を対象に、

心身の健康の回復を図るための医学的又は心理学的な援助や自立のため支援等を、本人の意向を踏まえて行

います。特に妊産婦を主な支援対象としている女性自立支援施設では、授乳や沐浴など日常的な育児等だけ

でなく、産後の女性の今後の生活を見据えた自立支援を行います。  

＜主な相談窓口＞ 

○（各区市町村）女性相談支援員 

〇子供家庭支援センター 

〇児童相談所 

〇女性相談支援センター 

〇「とうきょう若者ヘルスサポート（わかさぽ）」 

 

【１３ 特に配慮が必要な子供・若者への支援】 

（１）外国人等 

＜現状・課題＞ 

○文部科学省が令和５年度に実施した「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査」では、

都内公立学校には、日本語指導が必要な外国籍及び日本国籍の児童・生徒が、合わせて 6,312 人在籍してい

ます。 

○高等学校においては、外国籍等の生徒の就労支援について、配慮して対応していく必要があります。  

＜取組・今後の方向性＞ 

〇都立高校において、学校設定教科・科目、取り出し授業（習熟度別授業）等学習支援を受けることができ

るようにしています。 
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○多文化共生社会の実現に向けた意識や豊かな国際感覚の醸成のため、都立高校生等の海外派遣、海外から

の生徒受入、都立学校に対する海外の学校との交流支援などを行います。  

○学校においては、広い視野を持ち、異文化を尊重する態度や異なる習慣・文化を持った人々と共に生きて

いく態度を育成するための教育の充実を図っていきます。  

○東京労働局と連携し、高校生のための合同企業説明会の開催について周知しています。また、全ての就職

を希望する生徒の進路実現に向けて、各学校が管轄のハローワーク等と連携し、切れ目のない継続した支援

ができるよう対応しています。 

＜主な相談窓口＞ 

○就学相談（各区市町村教育委員会） 

〇教育相談センター 

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

（２）難病等 

＜現状・課題＞ 

○慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養を必要とする児童等については、学校での教

育や体験活動等が制限されざるを得ない側面があります。こうした児童等に対する教育の機会を確保すると

ともに、その健全育成や自立支援に向けた取組が求められます。  

○また、難病のある人が円滑に職業生活を営むためには、疾患管理との両立が重要な課題になります。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○長期に入院等が必要な児童等に対する教育の機会を確保するとともに、その健全育成や自立支援に向けて、

地域における支援の充実を図っていきます。 

○小児期から成人期への移行期にある小児慢性特定疾病児童等への適切な医療の提供に関する課題を解消

するため、医療従事者間の連携など支援体制の整備や、患者や家族の自律（自立）支援を実施します。  

○難病のある人を支援するため、都は、「東京都難病相談・支援センター」、「東京都多摩難病相談・支援室」

及び「東京都難病ピア相談室」を設置し、地域で生活する難病患者の日常生活の相談・支援、交流活動の促

進、就労支援などを行っています。 

○難病のある人の就職に当たっては、無理なく安全・健康に働くことができ、しかも、能力を発揮し興味や

価値観に合った仕事を見出すことが大切です。そのような仕事に就労もしくは就労継続できるよう支援して

いきます。 

○難病患者の就労支援に関しては、「東京都難病相談・支援センター」及び「東京都多摩難病相談・支援室」

に配置された「難病患者就労コーディネーター」による相談と併せ、ハローワークに配置された「難病患者

就職サポーター」による出張相談を実施しています。難病患者就職サポーターは難病患者との職業相談、面

接への同行、就職後のフォローを実施しています。 

○また、職場での理解や配慮を整備することも重要であり、雇用する企業側への支援も実施しています。  

＜主な相談窓口＞ 

○東京都難病相談・支援センター 

〇東京都多摩難病相談・支援室 
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（３）性自認及び性的指向に関して困難を抱える若者への支援 

＜現状・課題＞ 

○性自認及び性的指向に関しては、望む性別で取り扱われないことによりストレスや苦痛を感じたり、少数

派であるために興味本位に見られたり、偏見や差別により、社会生活の様々な場面で人権に関わる問題に直

面しているなどの現状があります。また、住宅を賃貸・購入する際に、性的マイノリティのカップルである

ことを理由に入居を断られることや共同でローンを組むことができないこともあるといったことなど、生活

上の困りごとも存在しています。 

○都では、東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（以下「人権尊重条例」

という。）や、人権尊重条例に基づく第２期東京都性自認及び性的指向に関する基本計画により、必要な取

組を実施することで、性自認及び性的指向を理由とする不当な差別の解消並びに啓発等の推進を図っていま

す。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○第２期東京都性自認及び性的指向に関する基本計画において、４つの施策の柱（相談・支援体制の充実、

啓発・教育の推進、職員理解の推進、庁内外の取組の推進）を掲げ、具体的な取組を推進していきます。  

〇令和４年 11 月から運用を開始した東京都パートナーシップ宣誓制度により、性的マイノリティの方々が

暮らしやすい環境づくりにつなげていきます。 

〇専門の相談窓口を設けて、当事者やその家族等が悩みを相談できるよう対応するほか、当事者同士が悩み

を共有し合える機会を提供していきます。 

〇性的マイノリティの方々への理解や支援の意思を持つ方であるアライを広めていくための施策を推進し

ていきます。 

＜主な相談窓口＞ 

○性自認及び性的指向に関する専門相談（電話・ＬＩＮＥ）  

〇東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

２ 被害防止と保護                        

 

【１ 児童虐待防止対策】 

＜現状・課題＞ 

○児童虐待の防止に関しては、「児童虐待の防止等に関する法律」や「児童福祉法」の累次の改正などによ

り、制度的な充実が図られてきました。 

○しかしながら、全国の児童相談所における児童虐待の対応件数は、令和４年度には 214,843 件となってい

ます。また、都内児童相談所における児童虐待対応件数は 26,123 件、区市町村における児童虐待対応件数

は 23,936 件となっています。 

○虐待は子供の心身の成長や人格の形成に重大な影響を与えます。発育・発達などの遅れといった身体症状

や、情緒不安定、感情抑制、強い攻撃性などの精神症状があらわれるだけでなく、他人とのコミュニケーシ

ョンがうまく取れず、様々な問題行動を引き起こすこともあります。また、成長するにつれて、極度に自尊

感情が低下し自殺願望を持つことや、アルコールや薬物依存となることもあります。  

○一方、虐待をする親たちの背景には、子育ての悩みや周囲からの孤立、家庭の不和、親自身が虐待を受け
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て育ってきた影響や経済的な問題など、様々なストレスや葛藤があることが多く、苦しんでいても助けを求

められずにいることも少なくありません。 

○年々深刻化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するためには、都と区市町村が連携し、児童相談体制を一

層強化することが重要です。 

〇また、区立児童相談所の設置が進められる中、区立児童相談所も含めた東京全体での児童相談体制の強化

が求められています。 

○体制の強化や人材育成など児童虐待への対応力向上とともに、未然防止と早期発見の取組が求められてい

ます。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○区市町村の子育て支援機関、児童相談所等地域の関係機関の連携を強化し、虐待の未然防止から早期発見・

対応、子供の保護・ケア、保護者支援、家族の再統合、アフターケアまでの切れ目のない支援が行われる体

制を整備します。 

〇都児童相談所においては、人員増をはじめ体制強化を図るとともに、児童相談所の新設等により、よりき

め細かな相談体制の整備を推進します。 

〇都児童相談センターの体制を強化し、相談援助業務の標準化、個別ケースに係る専門性向上、人材育成の

共同推進に向けた取組を進め、区立児童相談所や子供家庭支援センターを含めた東京全体の児童相談業務の

総合調整機能を担います。 

〇また、サテライトオフィスの設置や都児童相談所への子供家庭支援センターの分室設置なども合わせ、区

市町村との連携により相談体制を強化します。 

○子供家庭支援センターと児童相談所の児童虐待対応の連携について定めた「東京ルール」に基づく対応を

徹底し、支援の隙間が生じないよう、より一層の連携強化を図ります。また、東京ルールの運用状況を検証

し、必要な見直しを実施します。 

○ケアニーズが高く個別支援が必要な一時保護児童が増えていることから、一時保護所の体制強化を図ると

ともに、一時保護需要を踏まえ、引き続き区市町村と十分に連携のうえ、児童養護施設や里親、民間一時保

護所等への一時保護委託も一層促進していきます。 

○平成 31 年 4 月から施行した「東京都子供への虐待の防止等に関する条例」を踏まえ、児童虐待への理解

促進に向けた普及啓発を展開し、子育てをしている親とその子供を地域全体で温かく見守り、必要な時に手

を差しのべるという機運を醸成するとともに、体罰等によらない子育ての推進を図ります。  

〇当事者である子供の権利擁護を推進するため、子供の権利擁護相談事業のさらなる周知を図ります。  

〇児童虐待を防止するため、より相談等にアクセスしやすい相談窓口を設置します。   

＜主な相談窓口＞ 

○子供家庭支援センター 

〇児童相談所 

○児童虐待を防止するためのＬＩＮＥ相談「親子のための相談ＬＩＮＥ」  

○警視庁「ヤング・テレホン・コーナー」 等 

 

【２ 社会的養護体制の充実】 

＜現状・課題＞ 
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○現在、都内には、社会的養護を必要とする約 4,000 人の子供が、児童養護施設や乳児院、養育家庭などで

暮らしています。 

○社会的養護を必要とする子供は、かつてはそのほとんどが、親がいない、親による養育が困難な子供でし

たが、近年では、虐待により心身に傷を受けた児童や何らかの障害のある児童など、個別的ケアが必要な子

供が増加しています。 

○社会的養護を必要とする子供の状況が複雑化・深刻化していることに伴い、一人ひとりの子供の状況に応

じた、よりきめ細かな支援が求められます。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○社会的養護を必要とする子供たちが、一人ひとりの状況に応じた支援が受けられるよう、一時保護から家

庭復帰や社会的自立に至るまでを総合的に支援する体制の整備を進めます。  

○子供が家庭において健やかに養育されることを原則とした上で、家庭における養育が困難な場合は、家庭

と同様の環境における養育を優先し、里親等委託を推進します。また、一貫性・継続性のある里親支援体制

を構築し、里親に対する支援の充実を図ります。 

○個別的なケアが必要で、施設で養育が必要な児童に対して、施設の定員数を十分に確保するとともに、で

きる限り良好な家庭環境での養育や、問題を抱える児童に対する治療的・専門的ケアが実施できる体制を整

備します。 

○社会的養護のもとで生活する子供たちの権利を擁護するとともに、施設退所後の自立と地域での安定した

生活を継続するために、入所中から退所後まで、一貫して支援していきます。 

○自立支援担当職員を介し、大学等への進学を希望する児童に対し、進学に有用な情報の提供や学習にかか

る経費を支援するなど、一人ひとりの進学に当たっての課題解決に向けた取組を推進していきます。  

○児童相談所が決定する措置等について、子供が考えを整理し、周りの大人に伝えることを支援するため、

一部の一時保護所入所中及び里親委託中の子供を対象に意見表明等支援員を導入しており、今後、導入先の

拡大を検討します。 

＜主な相談窓口＞ 

○出身の児童養護施設又は自立援助ホーム 

〇ふらっとホーム（社会的養護経験者等） 

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」 

 

【３ 子供・若者の福祉を害する犯罪対策等】 

（１）児童ポルノ 

＜現状・課題＞ 

○児童ポルノは、児童（18 歳未満の男女）の性的搾取・性的虐待の記録であり、児童の権利条約で保護さ

れた児童の権利を踏みにじるものです。 

○児童ポルノ事犯の検挙状況は増加傾向にあり、これに伴って被害児童も後を絶ちません。特に、当該事犯

は、性に対する判断能力が形成途上であることに付け込まれた児童が被害に遭うなど、憂慮すべき事態とな

っています。 

○児童ポルノの画像が一旦インターネット上に流出すれば、コピーが繰り返され、その削除は事実上不可能

であり、被害に遭った児童の苦しみは将来にわたって続くことになります。  
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○子供の未来を守るため、児童ポルノ事犯の取締り、被害児童の早期発見・保護及び児童ポルノ被害の未然

防止を推進するため、社会全体で取り組んでいくことが重要です。  

＜取組・今後の方向性＞ 

○被害防止啓発用リーフレットの作成・配布により、児童ポルノを排除し、児童ポルノの被害を防止するた

めの広報・啓発を推進します。 

○学校、地域、家庭などに対して啓発講演会を開催し、有害情報の例のほか、出会い系サイト、コミュニテ

ィサイト、スマートフォンのアプリなどインターネット利用に起因する青少年の犯罪被害の状況などに関す

る情報提供を行うとともに、名前や電話番号などの書き込み、写真の送付などを安易に行わないことなど、

インターネットの危険性及び適切な利用に関する広報・啓発活動を推進します。  

○被害児童の精神的被害の軽減を図るため、専門職員などによる継続的なカウンセリング、関係機関が連携

した継続的な支援を行っていきます。 

○児童ポルノの根絶に向けたスローガンである「見ない」、「持たない」、「作らない」の下、「ＳＴＯＰ！児

童ポルノ・情報ホットライン」の活用を図り、児童ポルノ事犯の取締りを強化していきます。  

＜主な相談窓口＞ 

○ＳＴＯＰ！児童ポルノ・情報ホットライン 

○ネット・スマホのトラブル相談窓口「こたエール」等  

 

（２）犯罪被害に遭った子供・若者とその家族等への支援 

＜現状・課題＞ 

○犯罪等により被害を受けた方及びそのご家族又は遺族の方々は、生命や財産を奪われる、家族を失う、傷

害を負わされるといった、直接的な被害にとどまらず、心身の不調等の精神的後遺症や治療費の負担等の経

済的被害、更に周囲の者等による偏見に基づいた、又は理解若しくは配慮に欠ける言動、インターネットを

通じて行われる誹謗(ひぼう)中傷、報道機関による過剰な取材等による二次的な被害にも苦しめられること

があります。 

○特に、人格形成の途上にある少年が犯罪などにより被害を受けた場合、その後の健やかな成長に与える影

響は大きいものがあります。被害を受けた少年の心のケアに当たっては、その悩みや不安を受け止めて相談

に当たることや、家庭・友人関係・地域・学校といった少年が置かれている環境に関する問題を解決するこ

と、関係機関が連携して必要な支援をしていくことが大切です。 

＜取組・今後の方向性＞ 

○都では、「東京都犯罪被害者等支援計画」を策定し、全庁を挙げて犯罪被害者やそのご家族への様々な支

援策を実施しています。 

○現行の第４期支援計画では、目指すビジョンとして「関係機関の連携強化による支援の充実」を掲げ、犯

罪被害者等支援を途切れることなく提供する総合的な支援体制に向けた整備を推進しています。また、犯罪

被害者等支援に関する関係機関との調整・つなぎ役として、「被害者等支援専門員（コーディネーター）」を

都に配置し、個別の犯罪被害者等のニーズに応じて、支援策等の情報提供、関係機関との連絡調整、区市町

村等への助言や同行などを行い、適切な支援につなげています。  

○都と（公社）被害者支援都民センターが協働で運営する「犯罪被害者等のための東京都総合相談窓口」で

は、犯罪被害者やそのご家族のために、電話・面接相談、警察署や裁判所等への付添いのほか、精神科医等
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によるカウンセリングを行っています。また、性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援事業として、都と民

間支援団体が連携して「東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター(性暴力救援ダイヤル NaNa

及び子供・保護者専用性被害相談ホットライン）」を設け、24 時間 365 日被害者や性被害に遭った子供の保

護者等からの相談を受け付けています。民間支援団体の相談員が、被害者等の状況に応じて、医療機関や警

察等に付き添います。さらに、若年層に普及している LINE を活用した「性被害相談窓口」を設け、子供・

若者の性犯罪・性暴力被害に対する相談体制を拡充しています。  

○警察は、被害の届出、被疑者の検挙、被害の回復・軽減、再発防止などを通じ犯罪被害者を保護する役割

を担う機関として、犯罪被害者の視点に立った各種施策を推進しています。  

○被害者の再被害を防止するとともに、その立ち直りを支援するため、少年補導職員による指導助言や継続

的なカウンセリングを実施するほか、臨床心理学や精神医学などの専門家を「被害少年カウンセリングアド

バイザー」として委嘱し、適切な指導・助言を受けながら支援を実施しています。  

○また、地域において、保護者などと緊密な連携の下に被害を受けた子供を取り巻く環境の変化や生活状況

を把握しつつ、きめ細かな訪問活動を行う「被害少年サポーター」と連携した支援活動を行います。  

○児童・生徒が通学する学校においても、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが、関係機

関とのネットワークを活用するなどして、被害を受けた子供の心のケアや立ち直りを支援していきます。  

＜主な相談窓口＞ 

○犯罪被害者等のための東京都総合相談窓口 

○ヤング・テレホン・コーナー 

○少年センター 

○東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター（性暴力救援ダイヤル NaNa、子供・保護者専用

性被害相談ホットライン） 

○LINE 相談「性被害相談窓口」 

○「インターネットにおける人権侵害」に関する法律相談  

○「インターネットにおける人権侵害」に関するＳＮＳ（ＬＩＮＥ）相談  

○犯罪被害者ホットライン 

○性犯罪被害相談電話 

 

基本方針Ⅲ 子供・若者の健やかな成長を社会全体で支えるための環境整備 

人間は、社会や他者との関わりの中で生き、成長していく存在です。しかし、都市化の進展に加え、核家

族化や少子化によって地域や家族の子育て力が低下している都市部では、子供の成長・発達にとって必要な

地域や他者との関係性が薄れ、様々な経験が不足しがちです。  

子供・若者の成長を社会全体で応援していくことは、子供・若者一人ひとりが困難を抱えずにすむ環境づ

くりにもつながります。 

地域、学校、家庭が、それぞれの特性を生かしながら、相互に緊密に連携・協力して重層的に支援し、社

会全体で子供・若者の成長を見守っていくことが必要です。  

 

１ 家庭の養育力・教育力の向上 

子供にとって、家庭は安らぎの場であり、人間形成の行われる最初の場でもあります。子供・子育て支援
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の充実を図るとともに、学校と家庭とが子育てや教育について理解を深め合い、ともに協力しあって取組を

進めていくことが重要です。 

 

【１ 子育て支援の充実】 

○子育て家庭の社会的孤立は、親の問題に止まらず、子供の自立や社会性の獲得にも影響を与えます。親子

が家庭に閉じることなく外に開かれ、地域や子育て支援機関等との関わりを持ち、必要な時に身近な地域で

サポートを活用できるように支援していきます。 

○核家族化や地域のつながりの希薄化などにより、周囲に相談する相手がなく、必要な情報が得にくいなど、

妊娠・出産・子育てに関して不安を抱える妊婦や保護者が増えています。若い人たちが妊娠・出産に関して

正しい知識を持ち、自分自身のライフプランを考えられるよう、様々な普及啓発を行っていきます。 

○また、予期しない妊娠に関する相談などに看護師等の専門職が電話やメールで応える妊娠相談ほっとライ

ンを実施し、継続的な支援が必要な場合には区市町村へ直接連絡を行います。あわせて、妊娠相談ほっとラ

インの相談者のうち、自分では医療機関の受診が難しい人に対しては、産科等医療機関などへの同行支援も

行います。 

○親としての不安や悩み を軽減するため、妊娠・出産・子育てに関する様々な相談窓口等を整備するととも

に、親子で気軽に外出し、地域の子育て親子同士が交流できるような環境整備を行います。 

○妊娠期の前から子育て期にわたってきめ細かな支援を切れ目なく行えるよう、東京都の母子保健部門と子

育て支援部門等が連携して、専門職による継続的な状況把握やサポートを実施する区市町村を支援します。

また、こども家庭センターの設置促進とともに体制強化を図ります。  

○地域の中核病院と医療機関等とが連携しつつ適切な役割分担を行うことで、若い人たちが安心して子供を

産んで育てられる医療を提供できるように、周産期医療や小児救急医療の体制を構築します。  

○誰もが安心して外出できるよう、ユニバーサルデザインの視点に立った福祉のまちづくりを推進するとと

もに、マタニティマークの普及など、ハード・ソフトの両面から一体的にバリアフリー化を進めていきます。  

○アプリから必要な情報が先回りで届き、知りそびれや申請忘れをなくすプッシュ型子育てサービスを推進

します。 

○国が開発した基盤を活用し、マイナンバーカード 1 つで医療費助成や予防接種、母子保健（健診）を申請

可能とする母子保健オンラインサービスを推進します。  

○保育園探しから入園までの手続がオンラインで完結する保活ワンストップサービスを推進します。  

〇全ての子供の成長を切れ目なく支えていくため、都内に在住する 0 歳から 18 歳までの子供に所得制限な

く月額 5,000 円を支給する「０１８サポート」を実施します。 

 

【２ 家庭教育への支援】 

○子供の教育は家庭から始まります。家庭教育を担う保護者がその役割を十分に果たすことができるよう支

援していきます。 

○乳幼児期からの家庭教育を支援するためには、地域の状況に応じた活動を行うことが必要となります。保

護者を対象とした学習機会の提供や、保護者の相談に気軽に乗り、きめ細かな助言を行う地域人材の養成な

どの区市町村の取組を支援します。 

○就学前の子供の多くが保育所・幼稚園・認定こども園等に通っている状況を踏まえ、「就学前教育カリキ
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ュラム」や「就学前教育プログラム」を提供するなど、小学校との連続性を踏まえた就学前教育の充実を図

ります。 

○いじめや不登校など児童・生徒に課題が見られる場合は、学校に配置したスクールカウンセラーが保護者

からの相談に応じたり、「家庭と子供の支援員」が、家庭を訪問したりするなどして支援していきます。ま

た、スクールソーシャルワーカーが社会福祉の面から児童・生徒が置かれた環境に働きかけたり、関係機関

とのネットワークを活用したりして支援を行います。さらに、これらの活動を充実させるための環境整備に

も取り組みます。 

 

２ 地域・学校・家庭が一体となった子供・若者の育成 

都市化が進み、地縁が希薄になる中、子供・若者を健やかに育んでいくためには、地域・学校・家庭がそ

れぞれの特性を活かしつつ、一体となって取組を進めていくことが重要です。  

 

【１ 開かれた学校づくり】 

○都立学校では、保護者や地域住民等が学校運営に参加する学校運営連絡協議会を設置し、教育活動をはじ

めとする学校運営の状況について評価を受け、その結果に基づいて学校運営の改善を図っていきます。また、

評価結果や学校情報をホームページなどで公表するとともに、学校行事等を地域の人たちに開放するなど、

開かれた学校づくりを推進していきます。 

○地域教育推進ネットワーク東京都協議会を設置して、地域における教育活動や学校教育に対して企業・大

学・ＮＰＯ等が有する専門的教育力を効果的に導入し、地域や学校での教育活動を活性化させる取組を推進

していきます。また、地域の専門人材やボランティア等を活用し、実践的な教育活動の充実も図っていきま

す。 

 

【２ 放課後の居場所づくり】 

○就労等で保護者が昼間家庭にいない子供が放課後に安心して過ごせる居場所として、学童クラブ（放課後

児童クラブ）を設置しています。また、開所時間の延長や常勤職員を配置するなどサービスの充実に取り組

む区市町村を支援しています。 

○全ての児童の安全安心な居場所を確保するため、小学校の余裕教室などを活用して放課後子供教室を設置

します。学童クラブ（放課後児童クラブ）と一体的に又は連携して実施することで、共働き家庭か否かを問

わず、全ての児童が一緒に学習や体験活動を行うことができるようにします。  

○各地域において、学習、文化活動やスポーツ活動等、多様なプログラムを実施するため、地域の人材や資

源を活用します。 

○子供が気軽に立ち寄ることができるように、食事の提供や学習支援等を行う居場所（拠点）を設置します。

また、地域全体で気になる家庭等への見守りを行う体制を整備する区市町村の支援も行います。  

 

【３ 地域における多様な活動の展開】 

○図書館は、地域の知の拠点として、子供や高齢者など、多様な利用者の学習活動を支えています。その場

を活用し、乳幼児期の子供の情操の涵養にも資する取組として、絵本の読み聞かせなどの活動を支援してい

きます。 
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○児童館は、遊びの提供などを通じて同年齢・異年齢の子供集団が交流する機会を提供しています。音楽ス

タジオや学習室を備えた児童館は、中・高生の居場所としても活用されており、その施設のさらなる充実を

図っていきます。 

○こうした地域活動に子供・若者が積極的に関わることで、地域社会の中で活躍する青年像をモデルとして、

子供・若者の社会参加や地域貢献の精神が培われていきます。また、世代を超えた交流がそこに生まれ、地

域が活性化していきます。そのためには、こうした地域活動にまずは子供・若者自身の意見を反映させるこ

とが重要であり、そのための仕組み作りを推進していきます。 

○地域の中で、高齢者や障害者、外国人など様々な人との交流を通じて「他者を思いやる」、「多文化への理

解を深める」など、子供・若者のダイバーシティ意識を育む取組を進めます。  

○地域の実情に即した青少年健全育成活動を行っている組織として、都内各地域には青少年健全育成地区委

員会があります。地区委員会の取組への一部補助や、モデル事例の指定・紹介、必要な知識をもった専門家

の派遣などを通じて、地域活動のさらなる展開を推進していきます。  

 

３ 子供・若者の育成環境の整備 

次代を担う子供・若者の健やかな成長を図っていくためには、犯罪や事故による被害の防止を図るととも

に、万が一被害に遭った場合の相談先も確保するなどして、安全安心に暮らせる環境づくりが重要です。  

 

【１ 地域における子供の安全対策】 

○近年、幼い子供が被害者となる犯罪が多発し、子供を取り巻く環境は厳しいものとなっています。子供・

若者が犯罪等の被害に遭いにくいまちづくりを推進します。  

○子供が保育所や学校等で安全に過ごすことができるよう設置された警視庁とボタン１つで結ぶ非常通報

体制「学校 110 番」を活用したり、地域住民等の防犯行動を促進するための情報発信（警視庁の「メールけ

いしちょう」や防犯アプリ「デジポリス」など）などを活用したりして、地域、学校・家庭が一体となった

子供の安全を見守る活動を推進していきます。また、学校安全ボランティア等を活用しつつ、登下校時にお

けるパトロールなども充実させていきます。 

○地域の防犯対策を促進するため、町会・自治会などが独自に行う防犯カメラの設置やパトロールなど、見

守り活動の実施を支援します。 

○区市町村・教育委員会・警察署で構成する協議体が、子供の放課後活動時間帯における安全確保のため必

要と認める道路・公園へ設置する防犯カメラの整備に要する経費を支援します。また、子供自身が通学路の

安全を点検し、犯罪の起きやすい場所を地図に表わす安全マップづくりの活動も支援し、子供自身の犯罪被

害防止能力の向上を図ります。 

○都内各地域で実施される防犯活動等には、大学生を中心とした若い世代の防犯ボランティア団体も参加し

て、地域の安全対策に貢献しているため、学生ボランティアを都としても積極的に活性化させていきます。 

○小・中・高等学校等において発達段階に応じた段階的かつ体系的な参加、体験型の交通安全教育（自転車

利用安全五則や道路交通法改正に伴う自転車の安全利用を含む。）を実施します。自転車の安全利用にあっ

ては、正しいルールを教示するとともに、自転車は車両であり運転者としての責任が生じる乗り物であるこ

とを理解させ、自転車実技を中心とした自転車安全教室を実施し、交通ルール遵守意識の向上を図ります。 

○子供の死亡事例について、福祉、保健、医療、教育等の関係機関と連携しながら、子供の死に至る情報を
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収集し、予防可能な要因について検証し、効果的な予防対策を提言することで、将来の子供の死亡減少につ

なげます。 

 

【２ 社会環境の健全化の推進】 

○東京都青少年の健全な育成に関する条例に基づき、青少年※１の健全な育成環境を整備するため、行政、

事業者、保護者の責務を明らかにするとともに、様々な取組を実施します。  

○インターネット利用に起因する子供の犯罪被害や加害行為が発生していることを踏まえ、青少年を有害情

報から守り健全な育成を図るため、青少年をはじめ保護者等を対象に、ファミリｅルール講座の開催や、ネ

ット・スマホのトラブル相談窓口「こたエール」の運営など、安全安心にインターネットを利用できるよう

啓発を図っていきます。 

○小・中・高等学校及び地域等でインターネットの適正な利用を推進するため、安全・安心なスマートフォ

ンやスマートフォンのアプリケーション等を推奨する制度を活用しつつ、フィルタリングやペアレンタルコ

ントロール等の普及啓発に取り組みます。 

○青少年が性犯罪等の被害に遭わないよう、保護者の同意や正当な理由のない青少年の夜間外出を都として

も独自に制限する施策を推進します、また、カラオケボックスやまんが喫茶、インターネットカフェなどの

経営者に対して、青少年を深夜に立ち入らせないように指導しています。 

○青少年の健全な成長を阻害する恐れがある図書類やがん具類、刃物について、指定を行い、彼らへの販売

等を制限します。 

○「自画撮り被害」の防止に向けて平成 30 年２月に改正した東京都青少年の健全な育成に関する条例に基

づき、被害防止のための普及啓発や教育、相談等の施策をさらに充実させていきます。  

※１：東京都青少年の健全な育成に関する条例における「青少年」：18 才未満の者をいいます。 

 

【３ 若者自立支援の総合的な展開】 

○東京都若者総合相談センター「若ナビα」では、幅広い分野にまたがる若者の悩みの一次的な受け皿とし

て、若者やその家族等からの相談を受け、適切な支援につなぐことで、若者の社会的自立を後押ししていき

ます。また、若者支援の現場で課題に直面している支援者に対し、ノウハウの提供や助言等の支援者支援を

実施していきます。 

○東京都子供・若者支援協議会と東京都若者総合相談センター「若ナビα」とが中心となって、若者をサポ

ートするポータルサイト「若ぽた＋」なども活用し、各地域・各分野で子供・若者支援を行う関係機関や民

間団体相互の情報共有やネットワークづくりを促進していきます。  

○若者の支援の担い手を対象とした研修や講習会、啓発活動や情報提供等、様々な機会を通じ、子供・若者

育成支援の機運を醸成するとともに、地域における支援の充実を図っていきます。  

 

第４章 推進体制等の整備 

都が、本計画に掲げた理念を実現し、子供・若者一人ひとりが希望を持って生き生きと生活し、活躍でき

る社会を築いていくためには、教育、福祉、保健・医療、雇用、矯正・更生保護、青少年健全育成など、様々

な分野で取り組んでいるそれぞれの施策や事業を連携して推進していくことが欠かせません。特に、社会的

自立に困難を抱えている子供・若者とその家族には、相談体制を確保するとともに、社会的自立や地域社会
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での円滑な生活をきめ細かく支援していくことが必要です。  

これまで実施してきた子供・若者支援に関わる様々な分野の施策をより効果的に推進するため、全ての関

係部局や関係団体等がこれまで以上に連携・協力し、着実に取り組んでいきます。 

また、子供・若者が困難を抱えるに至った背景が複雑・多様化していることから、国、都、区市町村、家

庭、地域のＮＰＯ団体等や企業など、幅広い関係機関が機能的ネットワークを構築し、相互に連携・協力し、

一体となって対応していきます。 

 

１ 都における計画の推進体制 

 

（１）東京都青少年問題協議会 

東京都青少年問題協議会は、「地方青少年問題協議会法」等に基づいて設置された知事の附属機関です。  

青少年問題に関する総合的施策について必要な重要事項を調査・審議するとともに、関係行政機関相互の連

絡調整を図るほか、知事及び関係行政機関に対し、意見を具申します。  

［過去の審議内容］ 

第 31 期（前期）児童ポルノ等被害が深刻化する中での青少年の健全育成について  

（後期）ひきこもり、ニート、非行等の社会的自立に困難を有する若者に対する相談支援における課題と対

応について 

第 32 期（前期）「東京都子供・若者計画」の改定について 

（後期）SNS の不適切な利用に起因する青少年の性被害等が深刻化する中での健全育成  

第 33 期 犯罪被害等のリスクを抱える青少年への支援について  

（２）東京都青少年健全育成審議会 

東京都青少年健全育成審議会は、「東京都青少年の健全な育成に関する条例」第 19 条に基づいて設置され

た知事の附属機関です。 

知事が青少年に有益な映画、演劇、がん具類及び図書類を推奨し、又は青少年の健全な成長を阻害するお

それのあるものを指定し、若しくは有害広告物に対する措置を命じようとするときに意見を聴くこととなっ

ています。 

 (３) 東京都子供・若者支援協議会 

東京都子供・若者支援協議会は、「子ども・若者育成支援推進法」第 19 条第１項の規定に基づき、設置さ

れた協議会です。 

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供・若者に対する支援を効果的かつ円滑に実施することを目

的とし、本計画で掲げる理念を実現するため、関係部局等との連携・協力を密にし、総合的かつ着実な施策

の推進を図ります。 

特に、本計画で取り扱う複雑な課題や若者支援の取組の状況等について、様々な立場の支援機関と共有し

意見交換を行うことで、重層的な支援の進捗、支援機関同士の連携を通じた本計画の推進を図ります。  

（４）こども未来会議 

「子供が笑顔で子育てが楽しいと思える社会」の実現に向けて、海外等の先進事例も踏まえ、従来の枠組

みにとらわれない幅広い視点で議論を行うことを目的として、令和２年９月に設置しました。 

（５） 区市町村、民間団体等との連携 
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住民に最も身近な区市町村との連携を推進するとともに、地域で子供・若者の育成支援に関わるＮＰＯな

どの民間団体との連携を推進します。 

現在、都が設置する東京都若者総合相談センター「若ナビα」において、18 歳で支援が切れてしまうケー

スなどを中心に、区市町村や地域で子供・若者の支援を行っている民間団体などから相談を受け、子供・若

者の状況に応じた助言など支援機関に対する支援を行っているところですが、今後も「若ナビα」が有する

様々な団体とのネットワークを活用し、地域における支援機関相互の連携促進に寄与していきます。  

さらに、地域のニーズに応じて、区市町村が子供・若者の育成支援施策を円滑に実施できるよう、子供・

若者の育成支援に関わる人材等の養成、資質の向上等に取り組むとともに、先駆的な事業や困難事例等の情

報や支援ノウハウを収集し、区市町村と共有するなど、区市町村が主体的に事業を実施できるよう支援して

いきます。 

(６) 社会全体で取り組むための啓発 

困難を抱える子供・若者を社会全体で支援していくことの重要性を普及啓発することにより、子供・若者

の育成支援に携わる関係機関相互の連携・協力を強化し、地域における支援のネットワーク整備を推進しま

す。 

 

２ 区市町村の役割 

 

（１）地域の実情に応じた子供・若者支援施策の着実な推進 

区市町村は、子供・子育て支援施策の実施主体であり、小・中学校の設置者でもあることから、子供・若

者への支援を切れ目なく実施する上で重要な役割を担っています。  

このため、区市町村には、住民に身近な自治体として、その区域内における子供・若者の状況に応じて、

必要となる支援の仕組みを構築していくことが求められます。  

都は、区市町村が、地域の子供・若者の支援ニーズの実態や、活用可能な社会資源等を適切に把握し、多

様な分野の関係機関等と連携しながら、必要な施策を円滑に推進していくことができるよう支援していきま

す。 

（２）区市町村「子ども・若者計画」「こども計画」の策定 

区市町村は、国の「こども大綱」における子ども・若者育成支援推進法第 8 条第 2 項各号に係る事項及び

「東京都子供・若者計画」を勘案し、当該区市町村の区域内における子供・若者育成支援についての計画「区

市町村子ども・若者計画」（子ども・若者育成支援推進法第９条第２項）を定めるよう努めるものとされて

います。なお、区市町村は「区市町村子ども・若者計画」、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関す

る法律第 10 条第２項に規定する区市町村計画その他法令の規定により区市町村が作成する計画であってこ

ども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして「区市町村こども計画」（こども基本法第 10 条第２

項）を作成することができるとされています。 

都は、全ての区市町村で、地域の実情に応じた「区市町村子ども・若者計画」又は「区市町村こども計画」

が策定されるよう推進していきます。 

（３）地域における子供・若者育成支援ネットワーク（子供・若者支援地域協議会）の設置 

区市町村は、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供・若者に対する支援を効果的かつ円滑に実施

することを目的として、単独で、又は共同して、関係機関等により構成される子供・若者支援地域協議会を
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設置するよう努めるものとされています（法第 19 条第１項）。 

都は、社会的自立に様々な困難や課題を抱える子供・若者が、身近な地域である区市町村において適切な

支援が受けられるよう、区市町村における子供・若者支援地域協議会の設置を推進していきます。  

 

○ 子供・若者支援地域協議会の仕組み 

（１）協議会を設置する趣旨 

子供・若者を取り巻く社会状況は、同世代人口の減少、家族構成の多様化、コロナ禍を経ての孤独・孤立

の問題の顕在化、情報通信技術の普及・発展、国際化の進展など、めまぐるしく変化しています。  

また、困難を有する子供・若者については、生まれてから現在に至るまでの成育環境において様々な問題

に直面した経験を有している場合が多く、例えば、貧困、児童虐待、いじめ、不登校、ひきこもり等の問題

が相互に影響しあうなど、様々な問題を複合的に抱え、非常に複雑で多様な状況になっていることが指摘さ

れています。 

子供・若者の抱える課題が、個別の支援体制における関係機関だけで対応することが困難な場合には、様々

な機関が相互にネットワークを形成し、それぞれの専門性を生かして支援していくことが効果的です。また、

今後、変容する社会情勢の中で、予想しがたい新たな困難が生じてきた場合においても、協議会のネットワ

ークを活用して支援していくことが求められます。 

法により地方公共団体が設置する協議会には、困難を抱えた子供・若者を含め、子供・若者の自立を支援

するセーフティーネットとしての役割が期待されています。  

（２）協議会の基本的な構成等 

① 対象となる子供・若者 

協議会における支援の対象となる子供・若者とは、修学及び就業のいずれもしていない子供・若者その他

の子供・若者であって、社会生活を円滑に営む上での困難を有するもの（法第 15 条第１項本文）です。 

したがって、ひきこもりや若年無業者だけではなく、不登校など様々な困難を有する子供・若者を幅広く

含みます。一方、福祉、雇用といった個別の分野におけるそれぞれの担当機関や他のネットワークによる支

援も充実してきていることから、他のネットワーク等だけで十分に対応可能な場合は、適切な支援機関へつ

なぐことが必要です。協議会においては、関係機関が密接に連携して総合的に対応する必要のあるものを対

象とします。 

ここにおける「子供・若者」の対象年齢は 30 歳代までを想定しています。 

② 設置主体 

協議会の設置主体は、地方自治法第１条の３に規定する地方公共団体であり、都道府県、区市町村のほか、

地方公共団体の組合（一部事務組合や広域連合）も含まれます。  

なお、複数の区市町村による共同設置については、一部事務組合や広域連合を設けることなく、事実上共

同で設置することもできます。 

③ 協議会の名称 

協議会の名称は、設置要綱等において法に基づく協議会であることを示し、位置付けを明確にしていれば、

必ずしも「子供・若者支援地域協議会」という文字を用いる必要はありません。協議会の名称は、内閣府令

で定めるところにより公示すべき事項の一つとなっています。  

④ 構成員 
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協議会の対象となる困難を有する子供・若者への対応は、例えば、①電話相談、個別家族支援、家族療法、

家族会の紹介、緊急対応などの家族相談、②カウンセリング、心理治療、精神科治療、訪問支援などの本人

へのアプローチ、③集団療法、デイケア、居場所作りなどの集団適応支援、④就業支援、修学・復学支援な

ど、様々な社会資源の活用や、多様なアプローチが考えられます。 

このため、協議会の構成員としては、国及び地方公共団体の機関、公益社団法人及び公益財団法人、ＮＰ

Ｏ法人その他の団体並びに学識経験者等であって、教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他

の子供・若者育成支援に関連する分野に従事するものが想定されます（法第 15 条第１項本文）。 

ただし、法律上想定されている全ての分野の団体・個人を必ず含めなければならないものではなく、地域

の実情に応じて、ある程度限定したり、逆に幅広くしたりすることも可能です。  

⑤ 運営方法 

協議会は、関係機関等が行う支援を適切に組み合わせることによりその効果的かつ円滑な実施を図ること

を目的としています。まずはそれぞれの機関が一堂に集まり、お互いに「顔」の見える関係を築くことから

始める必要があります。 

協議会の運営方法は、①構成機関の代表者によって組織される代表者会議、②実務者によって組織し、進

行管理等を担う実務者会議、③個別のケースを担当者レベルで適宜検討する個別ケース検討会議の三層構造

とすることが考えられますが、設置主体や地域の状況により規模等が異なるため一律に考える必要はありま

せん。 

⑥ 調整機関（法第 21 条） 

調整機関は、多くの関係機関等から構成される協議会が効果的に機能するために協議会の事務局機能を果

たし、運営の中核として支援の実施状況を的確に把握し、必要に応じて他の関係機関等との連絡調整を行う

ことをその役割とします。 

⑦ 指定支援機関（法第 22 条） 

指定支援機関は、公的機関と連携して、困難を有する子供・若者に対し法第 15 条第１項各号に規定する

支援を担うことをその役割とする民間団体です。指定支援機関は、協議会を設置した地方公共団体の長が、

構成機関等のうちから、１つの団体を指定することになります。 

指定支援機関は、①支援に関する実践的・専門的な情報の提供、②調整機関と協力しつつ、協議会の円滑

な運営のための潤滑油的な機能といった、協議会の支援全般の主導的役割を果たすことが期待されます。  

⑧ 子ども・若者総合相談センター（法第 13 条） 

子ども・若者総合相談センターは、地方公共団体が子供・若者育成支援に関する相談に応じ、関係機関の

紹介その他の必要な情報の提供及び助言を行う拠点として設けられるものです。  

新たに相談窓口や関係施設を設ける場合のほか、既存の相談機関が法の「子ども・若者総合相談センター」

の機能を併せ持つことも可能であり、この場合、当該機関の名称を「子ども・若者総合相談センター」とす

る必要はありません。 

また、当該センターの相談業務を民間委託することや、複数の区市町村が共同で設置することもできます。 

 

３ 関係機関との連携の強化、人材の養成 

 

（１）既存の協議会、ネットワーク等との連携 
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社会的自立に向けて困難を有する子供・若者への支援を実施するに当たっては、多様な関係機関が連携し

ていくことが必要になります。子供・若者育成支援のネットワークを新たに構築する場合や拡充する場合に

は、区市町村の実情に応じて、既に地域において様々な支援を行っている既存の協議会やネットワーク等と

連携していくことが重要です。 

連携に当たっては、既存の仕組みの中で活用可能なものを子供・若者支援地域協議会として機能させてい

くことも考えられます。 

既存の協議会及びネットワークには、例えば以下のようなものがあります。  

名 称 等 概  要 

要保護児童対策地域協議会

（児童福祉法第 25 条の２） 

要保護児童等の早期発見や適切な保護を図ることを目的とし、児

童相談所や学校、保健所などの関係機関が、必要な情報交換や支

援内容の協議などを行うネットワーク 

生活困窮者自立支援制度の

支援調整会議等の地域ネッ

トワーク 

支援調整会議など、生活困窮者を早期に発見し包括的な支援を行

うための地域ネットワーク 

地域若者サポートステーシ

ョン事業のネットワーク 

ニート状態にある若者等の職業的自立支援を目的とした地域の

若者支援機関等からなるネットワーク 

児童生徒の不登校・いじめ

等に対応するためのネット

ワーク 

不登校や、いじめ等児童・生徒の問題行動等への対応を目的とし

た、教育委員会、学校、教育支援センター等の関係機関によるサ

ポートのためのネットワークを更に充実させていく。  

ひきこもり地域支援センタ

ー事業のネットワーク 

ひきこもり地域支援センターは、ひきこもりについて専門的見地

から相談機能等を担う事業であり、適切な支援をするために医

療・保健・福祉・教育・労働等の関係機関が情報交換等を行うネ

ットワーク 

少年非行対策ネットワーク 少年非行の防止や立ち直りを支援するためのネットワーク  

 

また、区市町村における若者支援施策の取組状況が様々であることを踏まえると、都や区市町村、民間団

体間において組織や分野の壁を越えて広域的に連携していくための基盤整備も重要です。例えば、関係機関

同士で相談できたり、有用な情報を即時に伝達し合えたりするなど、関係機関同士の連携を一層強化する仕

組みの構築等が考えられます。 

（２）人材の養成 

子供・若者の育成支援は、社会のあらゆる分野における全ての構成員がそれぞれの役割を果たすとともに、

相互に協力しながら一体的に取り組むことが必要です。  

都及び区市町村は、子供・若者の育成の課題を具体的に共有し、それぞれの協議会の円滑な運営を図るた

め、関係部局や関係機関等と連携しながら、研修等を通じて人材の養成や資質の向上に努めていきます。  

 

４ 子供・若者施策の共通の基盤となる取組              

子供や若者を取り巻く環境は、複雑化・複合化するとともに刻々と変化しています。「子供・若者の最善

の利益」のためには、子供・若者に関する実態や意識の変化を的確に把握し、当事者である子供・若者の意
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見をつぶさに聴きながら、エビデンスに基づく実効性の高い政策を推進していくことが必要です。  

 

○数値目標 

 困難度が高い若者を含む全体の数値を、困難度が低い若者の回答割合（目標値）に引き上げることを目標

とします。 

現状：困難度が高い若者を含む全体の回答割合 

目標：困難度が低い若者の回答割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 目標 現状 

「困っていたら周囲の人が助けてくれる」と思う若者の割合  70％ 57.2％ 

（令和 6 年度

調査時） 

「自分の意見が採用される」と思う若者の割合 60％ 50.9％ 

（令和 6 年度

調査時） 

「自分の行動で社会を変えられる」と思う若者の割合  40％ 29.4％ 

（令和 6 年度

調査時） 
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第３回若者部会における意見交換の概要

①「子育てしやすい東京の実現」に関する主な意見

◎以下の５つのテーマについて、若者団体の代表、そして「いち若者」として意見を聴取

◎ これらのテーマに加え、2050年代の東京の姿についてもヒアリング

◎聴取した意見は、庁内にフィードバックし施策の強化につなげるほか、新たな戦略の策定にも活用

ポイント

 都の経済的な支援は充実してきたため、保護者の時間的余裕を生み出す取組が必要。例えば、都立公園

での公園デビューを地域でサポートしてはどうか。子供にとって公園が身近になることは、居場所づくりにもなる

 障害を持つ子供の親は、学校との打合せの機会が多く、仕事との両立が困難と聞いた。より柔軟な働き方を

整え、保護者をサポートしていく必要がある

 「子育て支援」という言葉に、漠然とした違和感。「子育て」というと、親側に視点が寄り過ぎていないか。自治

体の支援は親に向けての施策になっていて、本当に子供の権利を保障する施策になっているか改めて点検する

必要 1

 子育てしやすい東京の実現

 若者の声を聴き、あらゆる若者の成長を社会全体で応援

 世界に羽ばたく若者の育成

 若者たちがポジティブに働くことができる社会の実現

 誰もが自分らしく生きるインクルーシブシティ東京の実現

参考③：第４回若者部会資料



②「若者の声を聴き、あらゆる若者の成長を社会全体で応援」に関する主な意見

 支援の現場で活動している側としては、「成長支援」以前に「命を守る」も必要な取組。孤独・孤立は深刻な

課題であり、特に困難を抱える若者の声を拾うことに関し、しっかり取り組む姿勢を示して欲しい

 若者がいかに「頼れる大人」に出会えるかが重要。つながることができる大人がライフステージで分断されてしま

う点や、本人からの相談があった時にしかつながることができない点が課題。フランスのエデュケーターという取組

は参考になるのでは

 若者が集まりやすい様々なバリエーションの居場所的な空間を整備して、そこでキャッチした若者を、時間かけて

個別に対応することが効果的

 重点政策方針を読んで感じたが、「子供の権利」という考え方が欠如しているのでは。「子供の権利」という前

提があるかないかで、政策の方向性は大きく変わってくる。ソウル市の「ソウル子供権利章典」も参考にしては。

「子供・若者の権利」というと、ヨーロッパが先進的だったが、今では隣の韓国でも動いている状況

 政策のPDCAを回していく中で、子供・若者の意見を聴いていくことが必要

2

③「世界に羽ばたく若者の育成」に関する主な意見

 本人の置かれた状況に関わらず、様々な体験活動に参加できることが重要

 重点政策方針の記載は、重要な要素ばかりだが、「意識高い系」向けという印象もある。様々なチャレンジをし

ている若者がいる一方で、地道に学校に通っているだけ、という人も多い。一人ひとりがわくわくする成功体験

を少しずつ積み重ねていくだけで、驚くような成長を遂げることも。こうした活動が継続されるよう、行政がサポー

トしていくことが重要

第３回若者部会における意見交換の概要



④「若者たちがポジティブに働くことができる社会の実現」に関する主な意見

 高卒就活市場も大きく変わる中で、一人一社制の慣習は依然残り、ミスマッチによる離職率の高さを解消で

きないでいる

 我々支援団体が相手をしている若者は、そもそも働くこと自体にポジティブになれないでいる。企業に育成の余

力がなくなる中で、そうした若者がどのようにキャリアを積んでいけばいいのか、そして引きこもり等、道を踏み外

し、経歴にブランクが生じたときにどうしたら就職できるかなどを明らかにしてあげることが重要

 オンラインでの働き方が定着する中で、これまで居場所の一つであった職場が、居場所でなくなるケースも生じて

いるのでは

3

⑤「誰もが自分らしく生きるインクルーシブシティ東京の実現」に関する主な意見

 地域の中などで自分の役割を見出すことが、すごく必要。地域の畑づくりの活動などで、体力のある若者が周

囲から重宝されるなど、本人が思いもよらないところで、有用感を抱くケースもある。学区ごとなど、身近な地域

での活動の機会を作ることが重要

 相談所や支援機関が現在多様化しており、どこに相談すればいいか分からないという問題が存在する。様々

な悩みや課題に対応できる窓口を設けることが重要

 SNSで他人の生活が簡単に垣間見える世界となったことで、自己肯定感の低い若者が多くなったのでは

 たとえ負の経験であったとしても、その苦しんだ経験が、他の人にとって貴重な情報源となることも。そうした貴

重性に気付く機会を作っていくことが重要。ただし、自己開示が押し付けられることはあってはいけない

 体験機会が多ければ多いほど、自己肯定感が上がるのでは。きっかけや目的を問わず、誰もが体験できる機

会を設けていくべき

第３回若者部会における意見交換の概要



「2050年代の東京」に関する主な意見

 テクノロジーが変化する中で、リアルなつながりが更に見直されるのでは。現在の家族や世帯というコミュニティも

限界を迎え、人間がどう生きていくか、別の形が生まれるのではないか

 仕事と家庭、という二項対立ではなく、「ポジティブに働く」の先の世界が見えていてほしい。義務的な労働は

テクノロジーに任せ、制約なく好きなことで暮らしていけるとよい

 各地域に信頼できる場があり、その場がハブとなっているとよい

 「勝ち組」「負け組」のような所得層で分断される社会ではなく、置かれた状況に関わらず、様々な人と関われ

る社会であってほしい。義務的なコミュニティではなく、緩やかなつながりのコミュニティとなるのでは

 今の小中学生は塾や習い事で忙しそうで、もっとのびのびと生きてほしい。テクノロジーの変化で、学校に求めら

れることが勉強ではなく、様々な活動や、はたまたビジネス体験となるなど、学校の在り方も変わるのでは

 子供・若者が当たり前に審議会の委員となっているなど、意思決定に関われる社会となってほしい

4

その他全体に関する意見

 これまで動きのなかった「若者支援」がついに動き出していると実感している。重点政策方針などで、都としての

メッセージや姿勢が明確になるとよい

第３回若者部会における意見交換の概要



若者団体に対する追加ヒアリングについて

ポイント

5

◎ これまで３回開催した若者部会で、以下について各委員から意見を聴取

①困難を抱える若者から意見を聴くための仕組み

②新たな戦略の策定に向けた、必要な視点や取り組むべき方向性

◎ 部会において「行政が若者たちから直接意見を聴くことも必要」との意見があり、部会長からも委員以外の

若者からの意見聴取を検討するよう発言

◎ 幅広く若者の意見を聴取する観点から、若い世代の学びや生活などを支援する以下の団体の代表等に対し

追加でヒアリングを実施

◎ 今回の部会内で追加ヒアリングの内容を含めた議論をとりまとめ、子供・若者計画の改定等につなげていく

ヒアリング団体 主な事業内容

NPO法人おりがみ ボランティア活動の啓発、普及、育成等を通し、多くの市民へ社会参画の機会を提供

特定非営利活動法人だーちゃらぼ
フリースクール、若者の居場所の運営、地域の方々も参加できるイベントや子ども支援を行う

団体へのコンサルテーション

一般社団法人日本若者協議会 若者（39歳以下）の意見集約、政党・政府に対して政策提言

一般社団法人ユースキャリア教育機構 U29のこれからの日本を支える若者（ユース）のためのキャリア教育支援

特定非営利活動法人 Light Ring. ゲートキーパー（支え手）の育成・支援を通して自殺者の減少と、孤独の緩和を目指す



NPO法人おりがみ

6

＜ボランティアの活性化＞

 当団体は「つくるボランティア」をキーワードに、自分たちがやりたいボランティアのプログラムを自分たちで企画してつくっていくところを

推し進めている。ボランティアが活性化するポイントは、楽しみながら活躍できるかだと思う。

 ボランティア人口を増やすには、東京マラソンなど楽しいボランティアとして有名なものがあるので、ポジティブな活動情報が若者た

ちに広がっていくといいのではないか。

 文化系やスポーツ系、イベント系など、色々な幅広いボランティアがジャンルとして平行に扱われていくといい。

 ボランティアは自分を殺して人に尽くすものから変わってきている。いろいろな活動にボランティアと付けて、ボランティア自体がいい

ものだよねというムーブメントをつくっていくことが大事。

 会社に入ると精神的忙しさにやられる人もいたが、企画を手伝ってもらったら、時間的により忙しくなったはずなのに元気になる。

ボランティアは仕事のことを忘れる、サードプレイス的な役割も果たしている。

＜団体運営で望むこと＞

 NPOの走り出しで人を雇うリスクを取れない。活動をスケールアップさせようとすると、事業を取るか、人を取るかの天秤に。NPO

も飛び抜けたところは寄付も集まっているが、最初のスモールスタートの部分で苦心している。

 NPOへの助成金や補助金について、事業費助成だけだと活動を延命されているだけの感覚がある。

 学生ボランティア団体が苦労するのが信頼性獲得。東京都からの後援名義だったり、都のホームページで紹介してもらったりすれ

ば、頑張っている学生団体は非常に喜ぶと思う。

 行政への申請が難しく、後援名義の取得など学生からすると申し込みや手続きの段階で諦めてしまう。学生や若者に対しては

ある種の「ゆるさ」があってもよいのでは。

若者団体に対する追加ヒアリングについて



特定非営利活動法人だーちゃらぼ
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＜居場所（だちゃカフェ）について＞

 ありのままの自分で一緒にいてくれる人が欲しい若者、この場所を自分の部屋のように感じている若者等が利用。

 「こういう活動をします」という「Do」を打ち出しているだけで、「こういう方向け」といった支援のカテゴリーを明確にしていない。このよ

うなカテゴライズされない中間層向けの居場所ももっと増やしていくべきではないか。

 自分が一番苦しくて助けを求めた時に、誰かが助けてくれた経験がないと、二度と人を頼ってくれない。人を信頼するという素地

がなくなってしまう。どのタイミングでも助けを求めたら、ぴったり合うような支援があるといい。

＜子供・若者について＞

 子供たちはYouTube等でなんでも知っている、なんとなくこういうものみたいな概念はあるが、実態を求めているし、リアルに感じた

いという欲求がある。そういう機会がもっと子供たちに与えられたらいい。

 人生の目標を立て、実際に何をしていくかを自分では組み立てられないと思うので、それを相談できたり、今これに興味持っている

んだ、といった話のできる相手がいたりすることも大事。

 今の若者は、もやもやして、なんだか生きづらいとか、好きな人が見つからない、誰といても居心地が悪いと感じている印象。もっと

自分が役に立てた実感を得たい、と思っているのではないか。

＜団体運営で望むこと＞

 大学生のボランティアで何とか回っており、NPOの補助金の対象経費が広がると有難い。

 豊島区と交流があるため繋がりができて助かっているが、区外の支援団体とは連携が取れておらず、リソースを全く知らない。区

外の利用者もいるため、せめて都内は知っておきたい。

 他の支援団体との連携により、支援者側も「一人で見ているわけではない」と安心できるが、そうした連携は一人ひとりの努力に

よって成り立っている現状にあるため、連携という観点からの支援があったらいい。

若者団体に対する追加ヒアリングについて



一般社団法人日本若者協議会
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＜権利の主体である子供・若者＞

 「権利の主体」といった時に、意見聴取だけでなく、子供・若者が決定に関与していくことが極めて重要。

 自己決定権というキーワードに入れるだけでも、受け手の印象は違ってくると思う。

 全ての子供・若者を対象にした「こども基本法」ができた意味合いは大きく、皆が使えるユニバーサルな施策を整えていく観点が

必要。

＜意見聴取について＞

 自分たちの世代でどのような課題があるか、どのような新しいソリューションが求められているかを議論して提言を出すといった機会

が必要。個々の若者がその場の感覚だけで答えると、ソリューションが抽出できない。

 意見聴取は個人単位だと意見がバラバラとなるため、若者を束ねる団体の声も聴くべき。

＜海外における子供・若者の自己決定権＞

 日常的に過ごすコミュニティで自分たちの声が聴かれた経験がないと、大きなことを聴かれても意見を言えない。

 スウェーデンやデンマークの幼稚園では、今日はどんな遊びをするかなども子供たちで決めている。小学校では子供も入った給食

協議会が設置。中学校だと学校の設備も皆で話し合って決めている。

 中学・高校になると、若者議会、ユースカウンシルが設置、自分たちの代表を自分たちで選んでいる。世代代表として意識が芽

生え、学校で同世代の声を聞いたり、困難を抱える人たちにヒアリングに行ったりしている。

 ヨーロッパでは自己決定権を子供の権利の中で最も重視。決めたことが仮に大人から見て最善でなくても子供たちが自分で決

定しているから責任を持って進める。失敗しても学べるし、軌道修正も自分でできる。

 日本の場合、大人が手前でどんどん砂利を除いてしまい、主導してしまう。そのため逆に失敗もできなくなって、自分の中で価値

観を形成しにくいし、何がいいのか、何が悪いのか、トレーニングとして積めない。

若者団体に対する追加ヒアリングについて



一般社団法人ユースキャリア教育機構
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＜団体に来る若者の印象について＞

 自分がこういうことしたいと思える・言える子の人数は年々減っていると実感。今の子は画一的で、マイルド化が進んでおり、社

会に合わせていく中で、やりたいこと見失っていくという傾向は強い印象。

＜現在の教育について＞

 早い段階から親にお金をかけた教育を受けさせてもらった以上、親に注いでもらった教育分を回収できる会社に就職しなければ、

という気持ちの子もいる。親の期待に応える「間違えない選択」を考えキャリアを描いている。

 体験活動を通じて、動機はさておき、自分のやりたいことを推進するため、社会に貢献する視点が大事ということを学んでもらった

が、今の教育フォーマットではそうした学びを評価できず、評価する評価者もいない状況。

 学生のやりたいことではなく、SDGsなど、人類のゴールに重きを置かれてしまって、個人のゴールをあまり考えられない子はどうして

も増えている印象。

＜若者と接する中で思った意見＞

 ちょっと先輩ぐらいから学んでいくことが大事。近い年齢層の先輩方の方が、イメージがつきやすいようだ。

 行政には徹底的に尖ったものを作る組織体・予算組みという横軸があるといいのでは。

 今できないことを取っ払った場所や、尖ったものを伸ばすためのルール改正ができないかと思っている。尖った人材が意図的に生ま

れるような特区・許される制度づくりをお願いできたら嬉しい。

 ハラスメントとかコンプライアンスの問題で削ってしまった箇所を補う意味で、シェアハウスでみんなと必死に作業する時間やじっくり

星を見る時間を取るなど、そういうことを都にも一緒にやっていただけないかなと思う。

若者団体に対する追加ヒアリングについて
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10

＜悩みを受け止める友人等支え手の子供たちへの支援＞

 ゲートキーパーは自殺念慮者に限らずひとり親家庭、いじめなどに悩む身近な友達もサポート。支え手としての子供たちはヤング

ケアラーに近しい状況にあり、介護の有無等によらず、ヤングケアラーと同様にサポートする必要。

 当事者は普段接していない子に相談することが多い。相談された側は、適当にもできず責任感を持って聞いており、支え手として

相手の悩みを自分ごとに捉えてしまい、相手の悩みと自分自身の支える上での悩みを二重に抱えている。支え手としての知識

や技術がなく、夜中に悩みを聞いて、次の朝学校に行けないといったケースも。

 気付いてどうしていいかわからない、自分だけで抱え込んで辛くなっているというのが、子供の支え手に多い特徴。支え手が専門

家に相談できる機会をつくるなど、当団体に限らず多くの場所で「支え手の負荷を受け止められる場所」があるといい。

 問題を抱えている当事者の家族は子どもの悩みを受け止める心の余裕がないケースが多いため、家族への支援のみならず、その

周囲の人がクラスメイトやネット上の友人など誰であっても受け止められるような支援も必要ではないか。

 シンガポールのように学年に一人ずつコミュニケーションリーダーがいて、そのリーダーが集まって相談の乗り方や専門家の継ぎ方を検

討するような、「コミュニケーションの生徒会」を子供たち同士で形成できるといい。

＜団体運営で望むこと＞

 自治体職員や民間企業の社員、NPO職員同士の人材出向の促進ができないか。この出向によって他分野との横の繋がりが

できる。そういう仕組みがあるとNPOの活性化にもなる。

 40代以上の支え手からの相談が増えているため、協力団体がいるといい。

 ２、３年の期間で人を採用しようとしても、来年助成金が取れるか分からない。複数年の助成制度があるとありがたい。

 自分たちのSNSだけだと広がりがない。広報に協力いただけるとありがたい。

若者団体に対する追加ヒアリングについて
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 2050年には、日常に面白い体験とか、自分の知らない発見がいっぱい溢れている社会になってもらいたい。

 ボランティアに色んな体験機会が溢れている状況になれば、環境系に興味があると思っていたけど、実はスポーツ系に興味があっ

たと気付ける。気付きの機会が日常生活の中に溢れている社会になってほしい。

 明るい未来と言ったときに、やはり安心して人と関わり、様々な価値観に触れて、挑戦できて、失敗もできて、人って悪くないの

だなと思えるような環境が必要

 自分が声を上げて社会を変えられるといった数値や、自国の将来は明るいといった数値が極めて重要。やはり将来が明るくない

と、どうしても生活に保守的になって、リスクヘッジをしてしまいチャレンジしづらくなる。

 どのような境遇であれ子供がきちんと支援を受けられ、あらゆる子供の選択肢を保障することが必要。

 夢を持てる国にしておきたい。人口統計で見ると2050年は、東京も人口が減り始めているタイミングで、東京都が子供を育てる

最後の砦みたいになっているのでは。何かしら夢が持てる形にできないかと願っている。

 今は若者に東京は夢があるぞという話をしている。今後、2050年に夢が持てるまちをどうやって作るのかと危惧。

 孤独・孤立が増え、自殺も過去最大という中、安心できる関係がない子供たちが多い。コミュニティのような安心できる関係性

が保証される未来であって欲しい。

 家庭を持ちたいと思った時、自分が離れた時に法人が保てるかとの怖さがある。起業した時に会社を続けられる支援があると、

女性がもっと気軽に起業しやすくなる。起業家も一人にさせない取組があるといい。

一般社団法人ユースキャリア教育機構

一般社団法人日本若者協議会

特定非営利活動法人 だーちゃらぼ

特定非営利活動法人 Light Ring.

NPO法人 おりがみ
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